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第 1 章 序論 
1.1 研究背景 
日本は、高度経済成長に伴い、新幹線・高速道路・港湾・空港を初めとして様々
な社会基盤構造物を建設してきた。現在、これらの社会基盤構造物は建設から数
十年が経ち多額の維持管理費・更新費がかかる状況である。そのため既存の社会
基盤構造物を今後どのような方法で維持管理・更新をしていくかという問題に
直面している。 
 このように維持管理の重要性が高まる中、1995 年 1 月 17 日に発生した兵庫県
南部沖地震では社会基盤構造物が多くの被害を受けた。特に鉄筋コンクリート
橋脚では曲げひび割れに伴うせん断破壊が生じ倒壊した。また、2011 年 3 月 11
日に東日本一帯に甚大な被害をもたらした東北地方太平洋沖地震では、改めて
緊急輸送通路の整備が重要視された。これにより既存構造物の耐震補強工事の
必要性は一層高まり、その工事進捗は著しく増加し加速している。 
 耐震補強工法の一つに鋼板巻立て工法(図-1.1)がある。これは橋脚などの既設
の柱の全周に鋼板を巻き立てて柱と鋼板の間隙を充填材で満たし、柱と鋼板の
一体化を図ることで曲げ耐力および靭性の両者を向上させるものである。この
両者の一体化の際に用いる充填材によって、その一体性が左右される。充填材と
して、樹脂系グラウト材やセメント系グラウト材が用いられる。樹脂系グラウト
材は接着性、ひび割れ注入性、充填性に非常に優れた性能を有し 1)、施工および
経済性の観点から、狭い隙間を充填する際に用いられることが多い。一方、セメ
ント系グラウト材はその特性から広い間隙を充填する際に用いられることが多
い 2)。 
セメント系グラウト材(以下、間隙充填モルタル)に求められる性能として、高
い充填性が要求される。この充填性に狭い間隙内でも充填可能な流動性と、流動
中に骨材とセメントペースト相が分離して閉塞を起こしてしまわないような材
料分離抵抗性が必要である。これらの相反する性能であるため、両者を満たす間
隙充填モルタルの作製や、その評価は難しいとされている。施工現場では、施工
条件に適合する材料の選定や練混ぜ方法が技術者の判断に委ねられているのが
現状であり、全ての施工現場で間隙を完全に充填できているかは不明である。 
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図-1.1 鋼板巻立て工法の概略図 
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1.2 研究目的 
間隙充填モルタルは様々な構造物に異なる目的で用いられている。そこで、
構造物の補強工法を例に、土木分野における補強工法とその使用材料を図-1.2
に示す 3)。間隙充填モルタルは主として狭い間隙を密に充填することが求めら
れる。前述にある鋼板巻立て工法では、鉄板と橋脚の間隙は不陸や鋼板の変形
等で誤差を生じやすく、最狭部を 5mm 以上確保するため間隙幅を 20mm 以上
にすることが好ましい 4)とされる。 
本研究室の過去の検討では充填性を評価する試験として二重円筒式間隙充填
性試験装置 5)を考案し、種々の評価試験との比較から、様々な検討を行ってき
た。その中で特に、間隙充填モルタルの流動性、材料分離抵抗性、および骨材
粒径が間隙充填性に及ぼす影響について検討し、間隙幅と骨材粒径に応じた最
適なフロー値の提案 6)や、フロー以外の要因が充填性に影響を与える影響につ
いての検討 7)をしてきた。 
本検討では、「充填不良を起こさない間隙充填モルタルの条件解明」とその
「流動シミュレーションの確立」を目的とした。そのため、鋼板巻立てを模擬
的に再現したモデル型枠式間隙充填性試験装置を考案した。間隙充填モルタル
が間隙内を流動する挙動から、材料分離抵抗性を評価し、充填性に優れた材料
構成を定義するとともにモデル型枠式間隙充填性試験を Moving Particle semi-
implicit 法 8)(以下、MPS 法)を用いた流体シミュレーションで精度よく表現する
ための考察を行った。 
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図-1.2 建築分野の補強工法とその使用材料 
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1.3 論文構成 
本論文は全 5 章で構成されている。 
「第 1 章 序論」は、本検討の背景および研究の目的を示している。 
 
「第 2 章 既往の検討」は、間隙充填モルタルの要求性能や品質管理基準お
よび流動性に関わりの深いレオロジー理論、本検討で取り扱った MPS 法の基礎
的理論を既往の研究としてとりまとめたものである。 
 
「第 3 章 材料構成に関する検討」は、充填性に優れた間隙充填モルタルを
材料構成と適切なレオロジー定数を明らかにすることを目的として行った流動
試験結果について取りまとめた。 
「3.1 材料構成に関する検討」では、2 種類の充填性試験(二重円筒式、モデル
型枠式)から得られた充填率、含有骨材率により両者を満足に満たす材料構成に
ついて言及した。 
「3.2 レオロジー性能に関する検討」では、モデル型枠式充填性試験を改良し、
間隙通過後の含有骨材とレオロジー性能の関係を考察し、流動性に優れている
且つ材料分離抵抗性が高い間隙充填モルタルに必要な降伏値の最低基準につい
て言及した。 
 
「第 4 章 流体シミュレーションに関する検討」は、間隙充填性試験の挙動
を MPS 法によるシミュレーションについて取りまとめた。 
シミュレーションの結果や、その制度を向上させることを目的として行った
考察について言及した。 
 
「第 5 章 結論」は、本検討で得られた知見をとりまとめた。 
 
「第 6 章 付録」は、本検討の際に得られたデータ等、本文に記載していない
ものを付録として取り上げた。 
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第 2 章 既往の研究 
2.1 間隙充填モルタルとは 
2.1.1 充填材の分類 1) 
充填材とは構造物の間隙を埋める数多の材料をまとめて指す言葉である。主
たる使用材料としては、流動性の程度がフローまたはスランプフローで評価さ
れる軟練のセメントペースト、モルタルまたはコンクリートの無機系材料であ
る。充填材の使用材料としては，以下の図-2.1 に分類される。 
 
図-2.1 より、グラウトはセメント系の充填材に対応する用語である。充填材
を，永久型枠中や鋼材中を間隙と考え，それらの中を埋める材料と解釈すると
「充填コンクリート」も充填材に含むことができる。すなわち間隙充填モルタ
ルとは広義的には無収縮グラウトに分類されるが、狭義的には狭い間隙を充填
させるために用いられる無機系材料としてのモルタルとなる。 
 
 
 
 
 
 
図-2.1 充填材の使用材料 
8 
 
2.1.2 無収縮グラウトとは 2) 
無収縮グラウトとはセメント、細骨材、混和材料および膨張材で構成され，
プレミックスされたものが一般的である。現場では、工場でプレミックスされ
たものに水を定量加え練り混ぜて用いられる。無収縮グラウト材の特徴として
は，以下のものが挙げられる。 
 
1. 良好な流動性 
普通モルタルと比較して優れた流動性を有する事から、間隙への充填がス
ムーズにでき作業性に優れる。 
2. ノンブリーディング 
充填後にブリーディング水が発生しないため、硬化後に間隙が生じない。 
3. 無収縮性 
膨張成分の効果により一定の拘束条件下で無収縮性が得られる。 
4. 強度特性 
初期強度が高く、長期的にも安定した強度発現性が得られる。なお無収縮
グラウト材には高強度、超速硬性、低発熱性等の特性を有するものがあ
り、用途に応じて選定されている。 
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2.1.3 間隙充填モルタルの要求性能 
 間隙充填モルタルを用いた構造物において一体性を満足するため、2.1.2 無
収縮グラウトとはに示した特徴を十分に発揮する必要がある。図-2.2 はその特
徴を発揮するために要求される性能を表したものである。 
本研究室の過去の検討では、流動性と材料分離抵抗性の 2 つの観点から、硬
化前の性能である充填性を評価することを目的としていた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.2 間隙充填モルタルの要求性能 3) 
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2.2 流動性と材料分離抵抗性 
2.2.1 間隙充填モルタル 
(1)レオロジー4) 
レオロジーとは各種の異常な力学的性質(非フック弾性、非ニュートン弾性)
に関する力学である。粘性流体の力学自体のことをレオロジーと呼ぶわけでは
ないが、異常な粘性を持つ流体の測定法や測定の問題はレオロジーの主要題目
である。 
 各種ペースト状の粘性流体は、そのまま放置した場合は固体と同じで流動し
ないが外力を加えることで流動し自由な形に変形することができる。 
これは小さい応力に対しては固体のように弾性を示すが、ある応力݌଴以上にな
ると流動するということを示している。このような性質を塑性といい、限界値
݌଴を降伏値という。塑性流動のもっとも簡単なものは式(2.1)で表される。 
ここで ሶ݁：ひずみ速度、ߟ’：塑性粘度、݌：ずり応力、݌଴：ビンガム降伏値であ
る。これをビンガム塑性流動といい、݌଴をビンガム降伏値という。これは図-
2.3 に示されるように、݌଴未満の応力では全く流動せず、݌଴以上ではニュート
ン流体のような流動を示すものである。流動開始後の粘性率ߟ’を塑性粘度とい
う。 
 
ሶ݁ ൌ 1ߟ’ ሺ݌ െ ݌଴ሻ (2.1)
図-2.3 ニュートン流体とビンガム流体の流動曲線 
11 
 
毛細管中のビンガム流動は図-2.4(a)のようになる。また，ずり応力の小さい
中心軸付近では速度勾配が生じず、全体が一本の柱のように押し出される。こ
れを柱流という。柱の半径 r₀は圧力݌が大きいほど小さくなり、図-2.4(b)に示
すニュートン流動の速度分布に近づいていく。軟練りのコンクリートおよびグ
ラウトは一般的にビンガム塑性流動を行うビンガム流体として近似され、塑性
粘度と降伏値を測定することにより、その変形特性を決定することができる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a)ビンガム流動 (b)ニュートン流動 
図-2.4 毛細管中のビンガム流体とニュートン流体の速度勾配 
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(2)J 漏斗流下試験 
J 漏斗流下試験とは図-2.5 に示す J14 漏斗と JP 漏斗にモルタルを充填し、流
出口からグラウト流が、初めて途切れるまでの流下時間を測定する試験であ
る。一般に、間隙充填モルタルの J 漏斗流下時間と塑性粘度には高い相関が認
められ、硫化時間が長いほど流動性が高いとされる。現場での管理が簡単かつ
明確なことから、2013 年のコンクリート標準示方書［規準編］において充填モ
ルタルの流動性試験方法（JSCE-F541）では J14 漏斗、PC グラウトの流動性試
験方法（JSCE-F531）では JA 漏斗および JP 漏斗を用いることが提案されてい
る。 
図-2.5 J14 漏斗と JP 漏斗 
J14 漏斗（直管なし） JP 漏斗（直管あり） 
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また、過去に本研究室で作製された試料の J 漏斗流下時間と塑性粘度の関係 5)
を図-2.6 に示す。この図より J 漏斗流下時間と塑性粘度の間には高い正の相関
が認められることから、J 漏斗流下時間は塑性粘度を評価する指標として適切
であることがわかる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
R² = 0.973 
R² = 0.975 
0
10
20
30
40
50
0 2000 4000 6000 8000
J漏
斗
流
下
時
間
(s)
塑性粘度(mPa•s)
JP漏斗流下時間
J14漏斗流下時間
図-2.6 J 漏斗時間と塑性粘度の関係 
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(3)フロー試験 
フロー試験といえば、JIS R 5201「セメントの物理試験方法」に記載されている
フロー試験を指す。しかし、間隙充填モルタルのように流動性が非常に高いモル
タルでは、衝撃を与えることなく自重により流動するため、15 回の落下運動の
必要がない。また、その高い流動性のため、フローの値が大きくなり、フローテ
ーブルからこぼれ落ちてしまうことがある。代替案として、ガラス板やアクリル
板、鉄板などに筒状の容器を据え、試料を満たした後、自重により流動させ、衝
撃を与えずにフローを計測する方法が多くの研究や施工現場において採用され
ている。本研究では 100mm 塩ビフロー試験によるフロー試験を行う。 
 また、本研究室にて作製された試料のフローと塑性粘度の関係を図-2.7 に、フ
ローとレオロジー定数の関係を示す。フローと塑性粘度には相関はみられなか
ったものの、フローと降伏値の間には高い負の相関が認められる。すなわち、フ
ローは降伏値を表す指標になり得ると考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
フローと塑性粘度の関係 フローと降伏値の関係 
図-2.7 フローとレオロジー定数の関係 
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 一般に、フローはコンクリートやモルタルの降伏値と密接な関係があることが
確認されている 6)。そして、塑性粘度もまた、モルタルのフローに大きく影響を
与えるという見解もある 7)8)。そこで、フローの変形をレオロジー定数の観点か
ら検討するため、フロー試験のモデルを図-2.8 に示す。モルタルに変形を起こさ
せる外力はある水平断面ｒ௫から上の部分の自重 ௫ܹである。変形の進行に伴い断
面の面積が増大するので、これに働く最大せん断応力߬௫は次第に減少し、降伏値
߬௙に等しくなったときに静止する。すなわち、上面から距離ݔの位置の水平断面
に働く最大せん断応力と降伏値の関係は、 
となるため、フローは降伏値と密接な関係があると考えられる。しかし、これは、
変形に伴う慣性力の影響を無視しており、実際には、モルタルの変形に伴って、
粘性に起因した変形速度を持つことになる。しかし、モルタルとフロー板との摩
擦、モルタル中の骨材の噛み合わせ等の影響により減速していく。そして、その
加速度が慣性力として働き、フローに影響すると推測される。すなわち、ある程
度、変形速度が大きい（粘性が低い）モルタルであれば、塑性粘度もまた、フロ
ーに影響を与える可能性があると考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.8 フロー試験のモデル 9) 
 ：流動しない部分 
 ： となるまで流動する部分 
x   f
x   f x   f
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(4)回転粘度計を用いたレオロジー定数の測定 
 コンクリートやモルタルのレオロジー定数を算出するために用いられる粘度
計はいくつか種類があるが、本研究室では、B 型粘度計を用いている。 
 回転粘度計の測定原理を図−2.9 に、降伏値の算出方法を図−2.10 に示す。図
において変速機付きモーターが定速回転すると、円筒ローターが試料液中で回
転する。この時、円筒ローターには試料液の粘性抵抗によって抵抗トルクが働
き、駆動軸の下端と指針軸上端の間に組み込まれたスプリングが、粘性抵抗ト
ルクと釣り合うまでねじられる。このねじれ角度は目盛り板と指針によって読
み取れ、試料液の粘性抵抗トルクに比例する。試料液の粘度はこの場合の測定
条件、すなわち円筒ローターの形状寸法、スプリングのばね定数、回転速度お
よびスプリングのねじれ角度から求められる。また、回転粘度計とローター
を、写真-2.1 に示す 
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図-2.9 回転粘度計の測定原理 図-2.10 降伏値の算出方法 
写真-2.1 回転粘度計とローター 
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(5)二重円筒式間隙充填性試験 10) 
出口ら 11)が考案した二重円筒式モルタル間隙充填性試験とは，2 本の径の大
きさが違うアクリルパイプ(内パイプおよび外パイプ)を用いて間隙充填の程度
を、間隙充填率を指標として測定する試験である。図-2.11 に装置の概略図を
示す。 
内側のアクリルパイプに試料を充填し、1 分間静置した後、各間隙幅に相当
する高さだけ内側パイプを引上げ、充填高さを計測した充填高さを理論充填高
さ(内パイプ中と間隙中の試料の等しくなる高さ)で除した間隙充填率と定義し
間隙充填性の指標とした。 理論充填高さは式(2.2)で表される。 
 
 
 
 
図-2.11 二重円筒式間隙充填試験装置 
内径 外径 高さ 内径 外径 高さ
2 44 54
3 46 56
5 50 60
間隙幅
B(mm)
内パイプ寸法(mm) 外パイプ寸法(mm)
30 40 500 450
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ここで、݄௧：理論充填高さ(mm)、݄଴：試験投入の所定の高さ(mm)、݄ᇱ：補正値
(mm)、݀ଵ：内パイプ内径(mm)、݀ଶ：外パイプ外径(mm)、݀ଷ：内パイプ内径
(mm)、B：間隙幅(mm) 
＊補正値݄ᇱは、試料投入の際、試料を所定の高さを超えて投入してしまった場
合の所定の高さから超えた分の事とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
݄௧ ൌ ݀ଵ
ଶሺ݄଴ ൅ ݄ᇱሻ െ ݀ଷଶ・ܤ
݀ଷଶ െ ݀ଶଶ ൅ ݀ଵଶ ൅ ܤ 
(2.2)
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(6)モデル型枠式間隙充填性試験 
筆者らが考案したモデル型枠式間隙充填性試験とは、ガラス製の水槽とアク
リル板による仕切りから構成されている。図-2.12 に装置の概略図を示す。便宜
上、モルタル投入側を領域 1、流動側を領域 2 とする。領域 1 から間隙部を通
り、領域 2 に流動するまでの挙動により、せん断方向に働く抵抗力や骨材の接
触、摩擦、滞留等の現象が間隙流動にどのような影響を及ぼすかを考察する。領
域 2 に流動したモルタルを 200ml 採取し、洗い分析によって得られた骨材を用
いて間隙流動後の含有骨材率を算出した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.12 モデル型枠式間隙充填試験装置 
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 また、材料分離挙動をより明確化することを目的として、モデル型枠の改変
を行った。図-2.13 に試験装置の概略図を示す。改変前の試験装置と同様にガ
ラス製の水槽とアクリル板の仕切りから構成させている。モルタル投入部から
間隙部を流動したモルタルは全て洗い分析することで、流動後の含有骨材の総
量を計測する。計測した含有骨材を粒径が 1.2mm 以上である大粒径含有骨材率
と粒径が 1.2mm 以下である小粒径含有骨材率を算出し、それらの差をとり含有
率差を求めた。含有骨材を細分化したのは、材料分離を的確に評価するためで
ある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.13 モデル型枠式間隙充填試験装置(改変) 
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(7)間隙充填モルタルの材料分離 11) 
一般に、コンクリートにおける材料分離はペーストと骨材との分離と、セメン
トと水との分離(ブリーディング)の二つに分けられる。前者は間隙通過性に影響
を及ぼし、後者は硬化後に極端な弱部を生じてしまう可能性があるため、材料分
離抵抗性を向上させることがコンクリートの品質を高める上で重要である。 
 間隙充填モルタルは、分離低減剤(増粘剤)を添加しており、ブリーディングは
生じないものとして考えると、ペーストと骨材との分離を低減することが材料
分離抵抗性の向上につながると考えられる。モルタルの材料分離は、密度の大き
な粒子が沈降することによって生じ、充填性を低下させる一因となる。細骨材の
沈降において、骨材に作用する力は、沈降粒子を 1 つの球と仮定すると、図-2.14
のような模式図に表すことができる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.14 セメントペースト中の骨材粒子の沈降模式図 
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図-2.14 より、重力による沈降力、粒子に作用する浮力および Stokes の粘性抵
抗が作用し、以下のような運動方程式(2.3)で表すことができる。 
 
式(2.3)を整理して t で積分し初速度なし(t=0 のときݒ＝0)とすると最終速度は次
式(2.4)で表される。 
 
細骨材粒子がペースト中を沈降し定常状態になった時の最終的な速度は、t=∞と
すると、 
 
と表すことができる。実際のモルタル中の細骨材は、粒径の異なる複数の粒子の
集合体であり、粒径は球でなくテクスチャも様々である。そのため直接式(3.5)を
適用することはできない。しかし細骨材の沈降速度を 0 に近づけることで、細
骨材の沈降による材料分離を減少させることにつながると考えれば、細骨材密
度、粒子径、粘性係数を指標とした配合選定を行うことは合理的であるといえる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4
3ߨݎ
ଷߩ௦ ݀ݒ݀ݐ ൌ
4
3ߨݎ
ଷߩ௦݃ െ 6ߨߟݎݒ െ 43ߨݎ
ଷߩ௖௣݃ (2.3)
ݒ ൌ 2ݎ
ଶ݃൫ߩ௦ െ ߩ௖௣൯
9ߟ ቆ1 െ ݁
ି ଽఎଶఘೞ௥మ௧ቇ (2.4)
ݒ ൌ 2ݎ
ଶ݃ሺߩ௦ െ ߩ௖௣ሻ
9ߟ  (2.5)
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(8)塩化ビニルパイプを用いた材料分離抵抗性試験 12) 
 間隙充填モルタルに求められる充填性を確保するためには、流動性と材料分
離抵抗性の両者のバランスが適切に設定されなければならない。これらは、一
方を高めれば他方が低下するものが少なくない。現在、プレミックス材は、ブ
リーディングの発生を抑えたノンブリーディングタイプの材料を使用すること
が標準となった。そのため、グラウト材は微妙なバランスの下で配合が設計さ
れており、施工の条件や目的に合わせて、それらを調整する余地はほとんど残
されていないのが現状であった。材料分離が間隙充填における閉塞に影響を及
ぼすとの考えから鉛直方向の材料分離状況を把握する試験を行った。試験手順
を以下に示す。 
 
1. 図-2.15 のように塩化ビニルパイプを組み合わせ垂直に立てる。 
 
2. モルタル試料を上面まで注ぎ 30 分間 静置する。 
  
3. 30 分後 A、B、C 各部分の試料を分けて取り出し、容積と質量を測定し、
単位容積質量を算出する。 
  
4. 質量を測定した試料を 0.075mm のふるいの上でよく水洗いしセメントペー
ストを落して乾燥させる。 
  
5. 乾燥させた試料を 5、 2.5、 1.2、 0.6、 0.3、 0.15、 0.075ｍｍのふるい
にかけ、ふるい分けを行う。 
  
6. 得られた試験データから粒度分布、粗粒率を算出し材料分離の有無を評価
する。 
 
 過去の検討において、粗粒率、密度ともに、各層ごとの顕著な差は認められず、
材料分離は確認されなかった。これは、試料の骨材が細かいこと、モルタル試料
を注いでから取り出すまでの前置き時間が短いこと、および装置の管径が小さ
いことなどが原因であると考えられたので、次年度において、これらの原因を考
慮し、改めて試験を行い、材料分離抵抗性を評価した。しかし、改良後も顕著な
結果を得られなかったため、次に示す J14 漏斗を用いた試験方法が考案された。 
 
 
 
25 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.15 塩化ビニルパイプを用いた材料分離抵抗性試験装置 
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(9)J14 漏斗を用いた材料分離抵抗性試験 13) 
 J14 漏斗を用いた材料分離抵抗性試験の概要を図-2.16 に示す。流出口を指で
塞いだ状態で、漏斗内に試料を満たし、1 分間静置する。その後、(A)流出初期の
試料 200ml と、(B)残りの 430ml に分けて採取し、(A)、(B)それぞれの試料に対
して洗い分析を行い、各試料に含まれる大粒径細骨材の絶乾状態での質量を求
める。 
 漏斗内の試料が分離しないで、大粒径細骨材が均等に分布していると仮定す
れば、それぞれの試料に含まれる大粒径細骨材の質量比はそれぞれの試料の体
積比と等しくなるはずである。このことから、以下の図-2.14 のように理想状態
との比較から分離抵抗指数を定義し、これを材料分離抵抗性の指標とする。 
 
 
 
 
モルタル体積(ml) 
大粒径細骨材質量(g) 
200 430 
X Y 
: 
: 
流出初期の試料 残りの試料 
分離抵抗指数 ＝ × ×  100 
200 
430 X 
Y 
(A) (B) J14漏斗 
(A) 
(B) 
図-2.16 J14 漏斗を用いた材料分離抵抗性試験の概略図 
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2.2.2 高流動コンクリート 
(1)充填装置を用いた間隙充填性試験 14) 
粗骨材最大寸法が 25mm 以下の高流動コンクリートの間隙通過性を評価する
指標として JSCE-F 511-2010 に規定される高流動コンクリートの充填装置を用
いた間隙通過性試験が挙げられる。図-2.17 に装置の概略図を示す。 
仕切りゲートを閉じた状態で A 室にコンクリート試料を流し込み、容器上端に
合わせて試料をならす。1 分静置後、仕切りゲートを一気に開き試料が流動障
害を通過しながら B 室に流動し、B 室への流動が停止するまで静置させる。流
動停止後、下端から充填コンクリート上面までの高さを測定し、これを充填高
さ Bh(mm)とする。また、仕切りゲートを開けた直後から B 室への充填が停止
するまでの時間を充填時間 Btime(秒)とする。B 室の流動障害近傍に設けた試料
採取用ゲートから試料を採取し、粗骨材量 mg(g)を測定する 
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図-2.17 セメントペースト中の骨材粒子の沈降模式図 
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B室
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仕切り
ゲート
(閉)
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さ
Bh
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測定用
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Ｕ型 
ボックス型
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(2)漏斗流下試験 15) 
粗骨材最大寸法が 25mm 以下の高流動コンクリートの平均流下速度、相対流
下速度、流下性状指数を求める漏斗流下試験が JSCE-F 512-2012 に規定されて
いる。図-2.18 に装置の概略図を示す。 
コンクリートを、投入容器を用いて漏斗上端まで流し込んだ後、上端面をなら
す。その後 10 秒以内に吐出口の底蓋を開けコンクリートが全量流出するまで
の時間を測定し、これを t0 とする。あわせて、途中閉塞ぎみになったかどうか
否かなどの流下中の状況を観察し記録する。流下性状指数を求める場合は、資
料を投入し漏斗上端をならし、5 分静置後に流下時間を測定し、これを t5 とす
る。あわせて、流下中の状況を観察し記録する。 
吐出部の平均流下時間は式(2.6)、(2.7)、(2.8)により計算する。 
ここで、 ௠ܸ：平均流下時間(m/s)、t଴：流下時間(s) 
相対流下時間は式(2.9)により計算する。 
ここで、ܴ௠：相対流下速度(m/s)、t଴：流下時間(s) 
流下性状指数は 2 つの試験条件で求めた流下時間から式(2.10)により計算する 
ここで、 ୤ܵ：流下性状指数、t଴・tହ：流下時間(s) 
ただし、tହ<t଴の場合は ୤ܵ=0 とする。 
 
 
 
 
 
 
 
(a)O 漏斗の場合 ௠ܸ ൌ 2.26/t଴ 
 
(b)V 漏斗の場合  ௠ܸ ൌ 2.05/t଴  (吐出口 65mm) 
        	 ௠ܸ ൌ 1.78/t଴ (吐出口 75mm) 
 
(2.6)
(2.7)
(2.8)
ܴ௠ ൌ 10/t଴ (2.9)
୤ܵ ൌ ሺtହ െ t଴ሻ/t଴ (2.10)
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図-2.18 セメントペースト中の骨材粒子の沈降模式図 16) 
O 漏斗 V 漏斗 
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(3)L 型フロー試験 17) 
粗骨材最大寸法が 25mm 以下の高流動コンクリートにおける L 型フロー試験
が JSCE-F 514-2010 に規定されている。図-2.19 に装置の概略図を示す。試験機
にコンクリート試料を詰め、上端をならす。その後、仕切りゲートを引上げ仕
切りゲートの内面からコンクリート先端までの距離を測定し、これを L フロー
とする。この時、任意の L フローに到達する時間を測定する。コンクリートの
動きが止まった時間を停止時間(秒)とし、その時の L フローを最大 L フローと
する。またコンクリートを投入した箇所の沈下量は、メジャーによって上面か
ら最も沈下の小さな箇所を測定する。流動速度は式(2.11)により計算する。 
ここで、 ௜ܸ：L フローܮ௜まで流れるコンクリートの平均流動速度(mm/s) 
ܮ௜：時間を測定した箇所の L フロー(mm)、t௜: L フローܮ௜までの到達時間(s) 
 
 
 
 
 
 
௜ܸ ൌ ܮ௜/t ௜  (2.11)
図-2.19 セメントペースト中の骨材粒子の沈降模式図 
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(4)鉄筋引上げ試験 
丸岡ら 18)は障害鉄筋近傍における粗骨材分布について検討を行うため、粗骨
材粒子を可視化する必要があった。このため，コンクリートをモルタルと粗骨
材の固液二相系材料として扱い透明なモデルコンクリートを作製した。 
作製したモデルコンクリートを図-2.20 に示す引上げ試験装置を用いて鉄筋間
隙時における高流動コンクリートの挙動を考察した。 
透明アクリル板に所定の間隔離れた状態で長さ 150mm のアクリル製丸棒を
水平に 3 本固定した引上げ治具を変位制御が可能な引張試験機により定速で引
上げることにより、流動するコンクリート中における障害鉄筋への作用力を測
定する。治具の引上げ方は，図中の停止位置(i)，(ii)および(iii)の位置にて引上げ
を一旦停止し，5 秒程度停止後、さらに引上げるという手順を繰り返し流動障害
のアクリル丸棒がモデルコンクリート中から露出するまで引上げる。この間、引
上げ時の荷重と変位を測定する。 
また、この模様を流動障害のアクリル丸棒間隙の状況が観察できる方向から
デジタルビデオカメラにて終始撮影する。撮影データから流動障害のアクリル
丸棒が停止した直後における障害上部の画像データを用い粗骨材を白色、その
他を黒色とし白黒のみで表されるように画像処理(図-2.21)を施し、粗骨材の占
有面積割合を求め、流動するモデルコンクリート内での粗骨材量の変化を便宜
的に式(2.12)で推定する。 
ここで、X௏೔：停止位置 i における粗骨材容積割合の推定値、ܺ௏బ配合条件で決定
した粗骨材絶対容積割合、 ௜ܵ：停止位置 i における粗骨材面積割合、ܵ଴：引上げ
開始前の粗骨材面積割合 
 
引上げ試験により、X௏೔の増加に伴い引上げ時の荷重が増大し、障害鉄筋近傍
において粗骨材が滞留していく現象を確認できた。滞留によるコンクリートの
見かけの塑性粘度及び降伏値が増大した結果、障害鉄筋に作用する荷重、摩擦、
変形抵抗の増大により圧力損失量が大きくなったと考えられる。また、間隙条件
が厳しくなるほど粗骨材の濃縮が顕著に現れた。 
 
 
 
 
 
X௏೔ ൌ ܺ௏బ ൈ ௜ܵܵ଴ 
(2.12)
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図-2.20 セメントペースト中の骨材粒子の沈降模式図 
図-2.21 セメントペースト中の骨材粒子の沈降模式図 
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2.3 粒子法 19) 
2.3.1 粒子法の基礎 
 粒子法とは有限要素法と違い、メッシュを用いない解析手法である。計算点
である「粒子」が速度と圧力の変数によって移動する。粒子による流体力学の
コンピューターシミュレーションでは空間と時間の離散化を行う必要がある。 
 空間の離散化では流体を複数の粒子の集まりと見なす。1 個の粒子はある大
きさの流体の塊として表す。ここで用いる粒子は計算のために導入した仮想的
な考え方であり、実際の流体には存在しない。つまり、粒子法は流体を任意の
大きさに塊を離散化してそれを仮に粒子という存在として計算する方法であ
る。 
 時間の離散化では、粒子を時間間隔ごとにその位置を計算するものとする。
実際の時間は連続的であるが、計算のため、飛び飛びの時刻で考える。粒子が
少しずつ動くように時間間隔は十分短くする。 
 コンピューターシミュレーションでは、実際の時間の方向と同じ向きに、す
なわち過去から未来に計算を進めていく。これをタイムマーチングと呼ぶ。前
述の通り、時間に関して離散化するため、具体的には飛び飛びの時刻の粒子位
置を計算する。まず、粒子の初期配置を与える。これは時刻݇ ൌ 0における粒
子の速度および座標の全ての数値を入力することである。次に古い時刻݇の既
知の値を使って新しい時刻݇ ൅ 1の未知の値を計算するようにプログラムを作成
する。新しい時刻݇ ൅ 1における粒子の速度および座標の全ての数値を求めた
ら、計算を終了するかどうかの判定を行い、終了でなければ次の時刻の計算を
行う。 
粒子法は、流体の支配方程式である「ナビエ-ストークス方程式(運動量保存
則)」と「連続の式(質量保存則)」に従って、流体を移動させ、また質量や密度
を計算する。これらの式に従って流体粒子を移動させて流体シミュレーション
を行う。 
 
ܦݑ
ܦݐ ൌ െ
1
ߩߘܲ ൅ ߥߘ
ଶݑ ൅ ݃ 
 
ナビエ-ストークス方程式とは上式(2.13)である。右辺の第一項である-1/ρ∇P
は、圧力による加速度の項である。この項は空間に対する一階微分になってい
る。一階微分は傾き(勾配)を求める演算であるので、この項は圧力の傾きに比
例した加速度であることが分かる。そのため、この項は圧力勾配や圧力項と呼
ばれる。密度で割っているのは、単位体積あたりの力である-∇P を単位体積あ
(2.13)
35 
 
たりの質量である ρ で割ることにより力を加速度の形に変換するためである。
マイナスの係数がついている理由としては、加速度の方向を「圧力を高いとこ
ろから低いところ」に向くようにするためである。 
右辺の第二項であるߥߘଶݑは粘性項(粘性力による加速度の項)である。粘性項は
「流体の速度をその流体の周りの速度に近づけようとする力」である。実際の
流体は分子で構成され、流体の流れは多くの分子が衝突や分子間力による相互
作用をしながら動いている。これらの相互作用は摩擦を生じさせる。流体摩擦
の効果は、流体同士や流体と流体の間にはたらき、粘性項は運動エネルギーを
減衰させる効果もある。また、ߥߘଶݑという形からも分かるように。粘性力の大
きさは速度の二階微分に比例する。物理量の二階微分はその物理量の変化の曲
がり具合の大きさを表す。ゆえに粘性項では速度分布の曲がり方が急であるほ
ど大きな粘性力が働くことになる。 
 
ܦߩ
ܦݐ ൅ ߩߘ ∙ ݑ ൌ 0 
  
連続の式とは上式(2.14)である。これは流体の質量保存則を表す。具体的に
は、ある単位体積の領域から流体が流出すると、その領域内の流体の密度がど
のように変化するかを表す。左辺の第一項は、その領域内の密度の時間変化を
表す。左辺の第二項は、速度の発散であるߘ ∙ ݑに流体密度ߩをかけたものであ
る。速度の発散とは単位時間あたりにその単位体積の領域から流出する流体の
体積のことであり、この項はそれに密度を掛けているため、単位時間あたりに
その領域から流出する流体の質量を表している。 
本検討で取り扱う MPS(Moving Particle semi-implicit)法 19)は、粒子法の一種で
ある。次項から本検討に際して参考にした研究について論じていく。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2.14)
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2.3.2 フレッシュコンクリートのレオロジー推定に関する基礎的研究 
 フレッシュコンクリートの流動特性を把握するためには、その流動特性を表
す流動構成式が不可欠である。レオロジー定数を配合から推定する研究は、ペ
ースト、モルタル、およびコンクリートについて多くの研究が行われており文
献 20)ではそれらがまとめられている。しかし、ペーストから骨材を懸濁質とす
るモルタルやコンクリートまでレオロジー定数を同一理論に基づいて配合から
推定した研究は少ない。そこで、山田ら 21)はペーストからモルタル、コンクリ
ートに展開する新たな粘度式を提案した 22)。この粘度式を用いてペースト、モ
ルタル、コンクリートのレオロジー定数を配合から推定する方法を示してい
る。山田らはセメント粒子の最密充填体積分率、形状、水和及び凝集状態を考
慮して Roscoe 式をベースにした、以下に示すペーストの粘度式(2.15)を提案し
た。 
 
ߟ ൌ ߟ଴ ൬1 െ ߶௖߶௠൰
ିఉ
 
 
ここで、ߟ：見掛けの粘度、ߟ଴：水の粘度、߶௖：セメントの見掛けの体積分
率、߶௠：最密充填分率(=0.607)、ߚ：形状係数(=3.729) 
体積分率とは、混合物中のある成分の体積の、混合前の全ての成分の体積に
対する割合のことである。モルタルは懸濁質を細骨材とするため、モルタル、
コンクリートの粘度式(2.16)(2.17)では、懸濁液の見掛けの粘度を算出する。 
 
ߟ௠ ൌ ߟ ൬1 െ ܽ߶௦߶௠௦ ൰
ିఉೞ
 
ߟ௖ ൌ ߟ௠ ቆ1 െ ܾ߶௚߶௠௚
ቇ
ିఉ೒
 
 
ここで、ߟ௠：モルタルの見掛けの粘度、ߟ௖：コンクリートの見掛けの粘度、
߶௠௦ ：細骨材の実績率、߶௠௚：粗骨材の実績率、ߚ௦、ߚ௚：形状係数、ܽ、ܾ：固定
化係数 
 
 
 
(2.15)
(2.16)
(2.17)
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ペーストの粘度の提案手法を用いてレオロジー定数を求め、その結果と水
口、Papadakis による実験結果 23)を比較した。その結果を図-2.22 に示す。ここ
で、水口の実験は球引き上げ試験 24)、Papadakis の実験は回転粘度計を用いた
試験である。また、提案手法による結果は一定のせん断ひずみ速度を負荷した
ずり時間(2s、100s、300s)後の結果を示している。一般に球引上げ試験はせん断
ひずみ速度が小さく、ずり時間は一瞬である。一方、回転粘度計はせん断ひず
みが大きく、ずり時間は長時間のためチクソトロピーの影響を受ける。そのた
め Papadakis の実験結果で得られたレオロジーのほうが水口のそれより小さく
なったと考えられる。チクソトロピーとは、粘度が時間とともに変化する性質
のことである。一方、提案粘度式の結果は、ずり時間が長くなるにつれてレオ
ロジー定数は低下しており、チクソトロピーが再現できている。 
 
 
 
図-2.22 セメント体積分率とレオロジー定数の関係 
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ここで、水口の実験結果を参考に提案式によるモルタルのレオロジー定数推
定の有効性を検討する。なお、ここでは降伏値による検討結果のみを示す。表-
2.1 に実験に使用された、細骨材の実績率、粗粒率を示す(試料 A、B、C)。図-
2.23 に水口が測定した試料 A、B、C の細骨材の体積分率と降伏値の関係を近
似曲線にて示す。また、図中には提案手法による結果も記号にて併せて示す。
なお、提案粘度式においては形状係数ߚ௦が未知数であるためここでは水口の実
験結果を近似するように決定した。なお、固体化係数ܽは 1.0 として、懸濁質化
を無視した。図より試料 A、B に比べて実績率が大きい試料 C においては、細
骨材の体積分率が大きい場合でも降伏値が小さく流動しやすい。これは提案式
の特性を示している。また、全試料において体積分率が増えると降伏値も増大
しており、試料 A、B はほぼ同じ実積率であるが粗粒率が小さく粒形が細かい
試料 A においては図から分かるように降伏値が大きくなり流動しにくいことが
わかる。これらもまた提案式の特性に一致する。 
 
 
表-2.1 実験で使用された試料の各種諸元 
図-2.23 細骨材の体積分率と降伏値の関係 
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2.3.3MPS 法を用いた材料分離シミュレーションに関する基礎的研究 
 上原ら 25)26)はコンクリート施工において生じる骨材分離に着目し、新たな材
料分離モデルの提案を行った。提案した材料分離モデルの有用性は、スランプ
フロー試験による骨材分布測定結果と材料分離モデルを適用した MPS 法によ
るスランプフローの材料分離解析結果を比較することで検証した。 
図-2.24 に材料分離モデルの概念図を示す。提案する材料分離モデルはフレ
ッシュコンクリート内部で圧力差が生じると、分離したモルタルが圧力の高い
ところから低いところへ移動すると仮定した。 
 
このモデルを MPS 法の離散化手法に従い適用する場合、以下のような定式
化となる。ある時刻 t におけるコンクリート内部の任意の点を݅、任意点݅ にお
ける微小時間Δt 後のモルタル割合を߶௜௧すると、任意Δt 後のモルタル割合
߶௜௧ା∆௧は以下の式(2.18)(2.19)で表される。 
 
௝ܲ ൐ ௜ܲのとき 
߶௜௧ା∆௧ ൌ ߶௜௧ ൅ ሺߙ ൈ
∑௝ஷ௜ሺ ௝ܲ െ ௜ܲሻ௔ݓሺݎ௝ െ ݎ௜ሻ
∑௝ஷ௜ݓሺݎ௝ െ ݎ௜ሻ ൈ ߶௝
௧ሻ ൈ ∆ݐ 
௝ܲ ൏ ௜ܲのとき 
߶௜௧ା∆௧ ൌ ߶௜௧ െ ሺߙ ൈ
∑௝ஷ௜ሺ ௜ܲ െ ௝ܲሻ௔ݓሺݎ௜ െ ݎ௝ሻ
∑௝ஷ௜ݓሺݎ௜ െ ݎ௝ሻ ൈ ߶௜
௧ሻ ൈ ∆ݐ 
 
ここで、߶௜௧ା∆௧：任意点݅のΔt 後のモルタル割合、߶௜௧：任意点݅の現在のモルタ
ル割合、 ௝ܲ， ௜ܲ：任意点の圧力、ݎ௜，ݎ௝：任意点の座標、ݓ：MPS 法で用いられ
る重み関数、ߙ：材料分離係数 
 
(2.18)
(2.19)
図-2.24 材料分離モデルの概念図 
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 表-2.2 にスランプフロー試験に用いた試料の配合を示す。ここでセメントは
普通ポルトランドセメント、高性能 AE 減水剤はポリカルボン酸エーテル系を
使用した。配合から、モルタルの見かけの粘度は山田らの提案する粘度式(2.16)
から求めた。 
ߟ௠ ൌ ߟ ൬1 െ ܽ߶௦߶௠௦ ൰
ିఉೞ
 
 
各配合における試料のレオロジー定数を表-2.3 に示す。推定値の妥当性につ
いては、同じモルタル配合を用いてモルタルフローを計測しフロー値と推定降
伏値を比較した結果、図-2.25 に示す良好な相関が得られたため、信頼できる
値と判断した。 
(2.16)
表-2.2 スランプフロー試験に用いた試料の配合 
表-2.3 各配合における試料のレオロジー定数 
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 材料分離とモルタルのレオロジー定数との関係を検討するためにモルタルの
レオロジー定数を用いて重回帰分析を行った結果、以下の式(2.20)が得られた。 
 
ݕ ൌ െ0.4552ߟ௠௣ െ 0.0140߬௬ ൅ 5.8508 
 
ここで、ݕ：分離指標、ߟ௠௣ ：モルタルの塑性粘度、߬௬：モルタルの降伏値 
上式より、塑性粘度と降伏値が大きくなるほど分離指標は小さくなり、分離
しにくくなる様子を示している。また、解析に用いる材料分離係数ߙは単位時
間あたりに分離して移動するモルタル割合を示しているため分離指標ݕと傾向
が一致するものでなくてはならない。そこで、分離指標ݕに適合係数߱を乗じた
もの(2.21)を材料分離係数ߙとする。適合係数ωに関しては予備解析の結果より
5.0×10-4 とした。 
 
ߙ൫ߟ௠௣ , ߬௬൯ ൌ ߱ݕ 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.25 降伏値とモルタルフローの関係 
(2.20)
(2.21)
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表-2.4 に材料分離シミュレーションに使用する試料の各配合(試料番号 2、
4、6、8)と図-2.26 に粒子モデル図と解析条件をそれぞれ示す。図-2.27(a)にス
ランプフロー試験結果および解析結果を示す。図中の破線と試験結果と比較す
ると、配合表で求められる粗骨材重量比に比べて、試験結果の粗骨材重量比が
大きいことが分かる。これは、コンクリートをスランプコーンに詰めた時点で
配合表の割合よりも粗骨材を多く含んでいたことが原因と考えられる。そこ
で、スランプコーン内の粗骨材重量比が調合表と一致するように、試験結果に
補正値(配合表の粗骨材重量比/スランプコーン内の粗骨材重量比)を乗じた。 
図-2.27(b)に補正後のスランプフロー試験結果および解析結果を示す。図よ
り、試料 6 の中心領域と外部領域、試料 8 の中心領域については試験結果との
誤差が解消されず、大きいことが分かる。この原因に関しては、不明である。
しかし、それ以外の領域については試験結果を概ね再現できており、本研究で
提案した材料分離モデルおよび MPS 法を用いた材料分離シミュレーションの
有効性を示すことが出来た。 
 
 
 
 
 
 
 
 
表-2.4 材料分離シミュレーションに
使用する試料の配合 
図-2.26 粒子モデルと解析条件 
図-2.27 スランプフロー試験結
果および解析結果 
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2.3.4MPS 法を用いたビンガムモデルの水柱崩壊問題解析事例 
 酒井ら 27)は自由水表面流れの代表的なベンチマークである水柱問題に粘塑性
モデルを適用し、その流動特性を MPS 法によって示した。本検討の支配方程
式は以下の通りである。ナビエ-ストークス方程式を用いたもので、ひずみ速度
と粘度の勾配の内積で表される非線形項を追加した形になっている。式(2.22)は
粘度ηが速度依存性を持つ流体の運動方程式である。 
 
ܦݑ௜
ܦݐ ൌ െ
1
ߩ
߲ܲ
߲ݔ௜ ൅ ߥ
߲ଶݑ௜
߲ݔ௜ଶ ൅ 2ܦ௜௝
߲ߥ
߲ݔ௝ ൅ ܭ௜ 
 
ここで、u୧は速度、P は静水圧、D୧୨はひずみ速度テンソル(線形的幾何概念：不
変量の関数)、K୧は物体力、νは動粘度である。 
解析で用いた物性値とモデルを図-2.28 に示す。粒子径は 10mm、流体粒子数
40000、時間刻み幅は 1.6e-4sec である。壁境界は no-slip とした。解析結果を図-
2.29 に示す。表示は y 方向に関して中心付近の断面であり、コンター(等高線)
色の濃い部分は粘度が低い領域、すなわち降伏状態にある領域である。これら
の結果からビンガムモデルにおける水柱が崩壊に至る過程を三つの段階に分け
ることが出来た。これらはニュートン体では見られない現象であり、非ニュー
トン体であるビンガムモデルの特徴を MPS 法によって示せたと言える。 
 
段階(a) 亀裂進展 
水柱の底の先頭部から中心部に向けて数本の亀裂が延び、さらに縦横に進展す
る。 
 
段階(b) 崩壊 
いくつかの塊が亀裂に沿うような形で斜面を滑りながら、より小さい断片へと
崩壊が進む。 
 
段階(c) 表層流れ 
不動領域と流動領域の二相に分かれる。流動は表面近傍でのみ生じる。 
 
 
 
 
 
(2.22)
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図-2.28 解析で用いた物性値とモデル 
図-2.29 解析結果 
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2.3.5 フィッティング係数を考慮したフレッシュコンクリートのスランプ推定 
伊波ら 28)はコンクリートの調合からフレッシュコンクリートのレオロジー定
数を推定し、MPS 法によってスランプ流動シミュレーションを行った。その結
果、MPS 法によって得られたシミュレーション結果は設定スランプ 12cm 以上
では良好な結果となったが、設定スランプ 8cm 以下では誤差が見られた。また
伊波らは MPS 法による流動解析の改善点も指摘した。 
本検討で用いた流動構成式を式(2.23)に示す。式(2.23)は降伏値߬௬に指数関数
ቀ1 െ ݁ି௠ඥ∏ቁを乗じて低ひずみ速度では非常に粘度の高い流体を表し、高ひずみ
速度では Bingham model と一致するように工夫した連続関数の Regularized 
Bingham model29)である。 
 
߬௜௝ ൌ െܲߜ௜௝ ൅ 2ቌߟ ൅
߬௬ ቀ1 െ ݁ି௠ඥ∏ቁ
√Π ቍߝሶ௜௝ 
 
ここで、߬:降伏値、ߟ：塑性粘度、ܲ：静水圧、ߜ௜௝：クロネッカーデルタ、ߝሶ௜௝：
ひずみ速度、∏ ൌ 2ߝሶ௜௝ߝሶ௜௝である。係数݉を大きな値とすると Bingham model へ
の近似を高める作用がある。ここでは係数݉をフィッティング係数とした。式
(2.23)をせん断応力とひずみ速度の関係で示すと、式(2.24)のようになる。 
 
߬௫௬ ൌ ߟߛሶ ൅ ߬௬൫1 െ ݁ି௠ఊሶ ൯ 
 
式(2.24)と Bingham model の関係を図-2.30 に示す。 
図-2.30 式(9)と Bingham model の関係 
(2.23)
(2.24)
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 運動方程式は流体の内部に任意の領域ܸを考える。そのܸに働く体積力の合計
とその領域の表面ܵに働く面積力の合計より方向成分に関する運動方程式(2.25)
が成り立つ。 
 
ߩܸ ܦݑ௜ܦݐ ൌ ׬௏ߩܨ௜ܸ݀ ൅ ׬ௌ߬௜௝݊௜݀ܵ 
 
ここで、ߩ：流体の密度、ܨ௜：体積力、݊௜：領域ܸの面要素݀ܵの外向き単位法線
である。また、式(2.25)の右辺第 2 項の面積分にガウスの積分定理を用いて展開
すると式(2.26)になる。 
ܦݑ௜
ܦݐ ൌ ܨ௜ ൅
1
ߩ
߲߬௜௝
߲ݔ௝  
 
式(2.26)に(2.23)を代入すると Regularized Bingham model を用いた流体の運動方
程式は式(2.27)となる。この運動量方程式は右辺の第 2 項より非線形性を有して
いることが分かる。 
 
ܦݑ௜
ܦݐ ൌ ܨ௜ ൅
1
ߩ
ە
ۖۖ
۔
ۖۖ
ۓ
െ׏ܲ ൅ ቌߟ ൅ ߬௬ ቀ1 െ ݁
ି௠ඥ∏ቁ
ඥ∏ ቍ׏
ଶݑ௜ ൅ 2ߝሶ௜௝
߲ ቌ߬௬ ቀ1 െ ݁
ି௠ඥ∏ቁ
ඥ∏ ቍ
߲ݔ௝
ۙ
ۖۖ
ۘ
ۖۖ
ۗ
 
 
越塚ら 30)によって提案された MPS 法に式(2.27)の運動方程式を適用し、フレッ
シュコンクリートの流動解析を行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2.25)
(2.26)
(2.27)
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表-4 に示す調合のフレッシュコンクリートを対象にスランプ試験のシミュレ
ーションを行った。シミュレーションに用いたレオロジー定数は水口ら 31)の文
献を参考に算定した。 
 
式(2.23)で言及したフィッティング係数݉の検討を行った。図-2.31、2.32 に
係数݉の違いによる Regularized Bingham model の曲線、スランプの経過時間に
伴う変化をそれぞれ示す。図-2.31 より、݉値が 3 のときは、伊波らが提案した
bi-viscosity model と近く、݉値が大きいほど Bingham model に近づくことが分
かる。しかしながら݉値が大きいと実際のスランプ試験と流動時間は異なり設
定スランプまでの到達時間が長くなる。 
次に図-2.33 に設定スランプ 21cm を対象にフィッティング係数݉の違いによ
る相対不動粒子数と経過時間の関係を示す。ここで相対不動粒子数とは MPS
法で計算されたせん断力が降伏値以下となったフレッシュコンクリート粒子の
数をフレッシュコンクリート粒子の総数で除したものである。図-2.33 より݉値
が小さくなるに伴い、想定不動粒子数の経過時間に伴う変動も小さくなる。す
なわち流動・不動の判定が安定していることが確認できる。また、݉値が 10 の
ときは、相対不動粒子数が 99%以上になるのに約 7s の時間を要しており、݉値
が 20 のときは 10s 以上でも 99%以上にはならなかった。以上の傾向はほかの
設定スランプでも同様であった。上記の理由より伊波らはスランプの流動時間
音日流動・不動の判定の安定性から݉＝3 を用いることとした。 
ところで、݉値が大きくなるに伴い相対不動粒子数が変動する原因として
は、不動状態から流動状態に急激に変化するため(図-2.31 内拡大図参照)、数値
解析における流動停止判定が不安定になることが考えられる。また、MPS 法で
計算される圧力は時間・空間的に激しく変動しやすく、その結果、計算が不安
定になることが報告 32)されており、これもその原因の一つであろう。安定かつ
制度よい解析を行うためには、݉値の適切な決定方法の確立や MPS 法の高精度
化が必要である。 
 
表-2.5 フレッシュコンクリートの調合 
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図-2.31 係数݉の違いによる Regularized Bingham model の曲線 
図-2.32 係数݉の違いによるスランプの経過時間に伴う変化 
図-2.33 設定スランプ 21cm を対象にフィッティング係数݉の違いによる 
相対不動粒子数と経過時間の関係 
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2.4 過去の検討 
2.4.1 充填性に影響を及ぼす要因とその評価手法の検討 33) 
 充填性の適切な評価のため、新たな試験装置を考案し、基礎的検討を行っ
た。さらに間隙充填における骨材粒径ならびに漏斗流下時間の影響について検
討し、J14 漏斗試験、JP 漏斗試験、簡易テーブルフロー試験を用い、間隙充填
モルタルに求められる性能の適切な評価手法を提案することを目的とした。骨
材粒径に着目し、1.2-1.7mm、1.7-2.0mm、2.0-2.5mm、2.5-2.8mm、2.8-5.0mm の
5 水準としている。また試料の粘性を一定とするため J 漏斗流下時間を７およ
び 9 秒に統一した試料を作製している。新たな試験として、二重円筒式間隙充
填性試験(間隙幅 2、5、8mm)と図-2.15 に示す塩化ビニルパイプを用いた材料
分離抵抗性試験を行っている。得られた成果を以下にまとめる。 
 
1. 間隙幅 2mm を完全に充填させることができる骨材の粒径は 2.0−2.5mm まで
であり、間隙幅に対して多少粒径が大きい骨材が含まれていても影響が小さ
いことが分かった。また、間隙幅 5，8mm と比較的広い隙間を完全に充填さ
せるためには、骨材粒径の影響は支配的ではなく、流動特性に依存すると考
えられる。しかし、試料の骨材粒径が大きくなるに伴い、骨材は沈降しやす
くなると考えられるため、材料分離の影響も考慮する必要がある。 
 
2. 間隙充填モルタルの J14 漏斗流下時間とフローには相関はない。ただし、レ
オロジー定数に着目してみると、J14 漏斗流下時間と塑性粘度の関係は，J14
漏斗流下時間が増加するに従って塑性粘度も増加し、両者には良好な相関が
認められる。また、フローと降伏値の関係は、フローが大きくなるに従って
降伏値は小さくなる傾向が見られる。 
 
3. 充填率はレオロジー定数の影響を大きく受け、特に降伏値の影響が支配的で
あると考えられる。なお、本研究における充填率の評価は充填に時間を要し
たとしても最終的にどこまで充填が可能であるのかを重視した評価として
いるが、施工面からの充填時間を考慮すれば、適切な塑性粘度にするのが望
ましいと考えられる。 
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2.4.2 流動性と材料分離抵抗性が充填性に及ぼす影響の検討 34) 
 間隙充填モルタルの流動性と材料分離抵抗性が、間隙充填に及ぼす影響を明
らかにすることを目的とし、それぞれが充填性に与える影響について、明確に分
けて検討した。特に流動性はフローと塑性粘度、材料分離抵抗性は分離抵抗指数
を定義し、それと骨材粒径に着目して検討する。 
流動性に関しては間隙充填モルタル、セメントペースト、粘性を高めた水の 3
種類を用いて各試験を行っている。材料分離抵抗性試験に関しては流動性に関
する検討結果よりフローを 250mm 程度に統一し、骨材粒径を考慮した上で検
討している。得られた成果を以下にまとめる。 
 
1. 塑性粘度で充填性を評価する場合、間隙幅が狭くなるにつれてその精度は
低下する。 
 
2. フローが大きくなるにしたがって充填性は向上し、フロー250mm 程度以上
を有していれば良好な充填性を示す。 
 
3. 間隙充填には細骨材の粒径が影響し、粒径が大きくなるとそれらの骨材を
流動させる初期流動速度が必要である。しかし流動することができる骨材
の量に限界がある。 
 
4. 初期流動速度はそのままで沈降分離する骨材の量を抑制できれば、充填性
の向上が期待できる。本実験の条件では、初期流動速度として 200mm フ
ロー到達時間 1 秒程度、材料分離抵抗性は分離抵抗指数 80 が目安とな
る。なお分離抵抗指数 80 は 250mm フロー到達時間 3~5 秒が対応する。 
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2.4.3 フローに着目した充填性評価の検討 35) 
 間隙充填モルタルの充填性はレオロジー定数(降伏値、塑性粘度)によって評
価可能であるが、含有骨材の粒径に応じた検討が必要であるため、含有骨材の
粒径に応じたレオロジー定数の適切な値、およびそれらを満たす配合の決定を
目的として、主としてフローに着目して間隙充填モルタルの評価を行った。得
られた成果を以下にまとめる。 
 
1. 間隙充填率とフローの間には相関は見られずフローが間隙充填性を評価す
る指標であるとは一概には言えないことが明らかになった。また、フロー
250mm 程度の場合、間隙充填率が 90%に満たない配合もあり、フローを満
たすだけでは良好な充填性得られないことが示唆された。 
 
2. 間隙幅によらず塑性粘度が増加するに従い充填率は低下する。間隙充填率
90%未満を未充填とすると各間隙幅に対する塑性粘度の上限値を定めるこ
とができる。 
 
3. 塑性粘度が低いことで生じる骨材の架橋現象による未充填は骨材の沈降分
離に対する抵抗性だけでは評価できず、水平方向の材料分離抵抗性で評価
できる可能性が示された。 
 
充填性と材料分離抵抗性の両者を満たす間隙充填モルタルの明確な配合の決
定には至らなかった。充填性と材料分離抵抗性を評価する指標として、フロー
の値を用いることができると考えられるが、現段階ではフロー試験による評価
の妥当性は明らかではなく、更なる検討が必要である。また、流動性を評価す
るために使用されている J 漏斗試験に加えてフロー試験を行うで、流動性をよ
り正確に評価することができると考えられる。 
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2.4.4 材料構成に関する充填性評価の検討 36) 
間隙充填モルタルの材料構成が充填性に及ぼす影響について、二重円筒式間
隙充填性試験、モデル型枠式間隙充填性試験の 2 種の間隙充填性試験により考
察を行った。その他、フローや J 漏斗による流動性評価も行ったが望ましい結果
を得ることが出来なかった。それはフローを 250mm になるように調整し化学混
和剤を調整したためであると考えられる。個とけられた成果を以下にまとめる。 
 
1. 充填率と含有骨材率の関係より、流動性は高いが材料分離抵抗性が低い試料
群、流動性は低いが材料分離抵抗性が高い試料群、流動性と材料分離抵抗性
の両方を有した充填性の優れた試料群に分類することができた。(図-2.34) 
 
2. 各資料群の混和剤添加量が多いと、材料分離の助長や流動性の喪失を引き起
こしてしまうことが明らかになった。充填性に優れたモルタル製造には増粘
剤添加量を 0.10%以内，SP 添加量を 1.00 未満にする必要がある。 
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図-2.34 充填率と含有骨材率の関係 
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2.4.5 レオロジー定数を用いた材料分離抵抗性に関する挙動 37) 
 間隙充填モルタルのレオロジー定数が充填性(特に材料分離抵抗性)に及ぼす
影響について、材料分離挙動を明確化するために改変したモデル式間隙充填性
試験によって考察した。以下、得られた成果を示す。 
 
1. 含有骨材率で材料分離抵抗性を評価する際、大粒径含有率が概ね 70%である
こと、含有率差が 10%程度以内であることの 2 点を同時に満たす必要があ
る。また、含有骨材率は降伏値が支配的であり、前述の 2 点を満たす降伏値
は 4Pa 以上 12Pa 未満であった。 
 
2. モデル型枠式間隙充填性試験の間隙部を通過する際の到達時間は，間隙内で
の骨材の挙動やモルタルの流動挙動の影響の有無を示ことはできるが，流動
性や材料分離抵抗性を評価することはできない．到達時間10s以下となれば，
間隙内で充填性に悪影響を及ぼす現象は起きていないといえる． 
 
2.4.4 材料構成に関する充填性評価の検討、2.4.5 レオロジー定数を用いた材
料分離抵抗性に関する挙動に関しては、データを再度整理し、再考察すること
で第 3 章にまとめた。本検討では、その成果を用いることで流体シミュレーシ
ョンを行っている。 
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2.5 まとめ 
 本研究室の過去の検討では、骨材粒径やフロー、レオロジー性能等で材料分
離抵抗性や流動性を評価するための傾向を示すことが出来た。しかしながら、
充填性に優れた間隙充填モルタルの製造に関しては適切な配合基準を明確に示
すことが出来ていない。そのため、間隙充填モルタルの適切な配合基準を明確
に示すことを目的に昨年、一昨年は二種の間隙充填性試験を行った。本論文で
は、その実験結果を再考察し、本検討の目的の一つである「充填不良を起こさ
ない間隙充填モルタルの条件解明」について論じる。 
 また、実施工への応用に向け、間隙充填性試験による成果を用いて「流動シ
ミュレーションの確立」について論じる。本章で取り扱った既往の論文では、
MPS 法によってフレッシュコンクリート等のビンガム流体の流動挙動を概ね再
現できている。そのため、本検討でも適切な流動解析手法であると判断した。
よって、本章で取り扱った粒子法の一種である MPS 法を用いて、間隙充填モ
ルタルの間隙流動挙動をシミュレーションしその整合性を考察する。 
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第 3 章 充填性に優れた間隙条件モルタルの 
条件解明に関する検討 
3.1 材料構成に関する検討 
「充填不良を起こさない間隙充填モルタルの条件解明」を目的とした流動試
験結果について取りまとめた。閉塞を起こさず間隙を充填するモルタルの材料
構成を明らかにするため、レオロジー定数を指標として間隙充填モルタルの流
動挙動を考察した。 
 
3.1.1 使用材料 
使用材料を表-3.1 に示す。粒径 1.2mm 未満の石灰石砕砂を小粒径骨材とし、
粒径 1.2mm 以上の石灰石砕砂を大粒径骨材とした。 
また、試料のレオロジー定数を調節するため、混和剤として高性能 AE 減水剤
と増粘剤を添加した。練り混ぜ時に巻き込まれる空気泡を取り除くため、消泡剤
を単位セメント量の 0.05%添加した。高性能 AE 減水剤は、ポリカルボン酸エー
テル系高性能AE減水剤であるBASFジャパン社製のマスターグレニウムSP8SV
（旧名：レオビルド SP8SV）を用いた。増粘剤は、水溶液粘度が 190〜350mPa•s
（20℃、2.0%）であるメチルセルロースエーテル系増粘剤である、信越化学工業
株式会社製の METOLOSE FL-30000 を用いた。消泡剤は、消泡剤は、ポリアル
キレングリコール誘導体を主成分とする BASF ジャパン社製マスターエア 404
（旧名：マイクロエア 404）を使用した。写真-3.1 に使用した混和剤を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
セメント(C) 普通ポルトランドセメント密度：3.16(g/cm)，表面積：3000(cm/g)
細骨材(S)
石灰石砕砂
絶乾密度：
2.54(g/cm)
吸水率：1.50％
小粒径細骨材
(粒径1.2mm未満)
大粒径細骨材
(粒径1.2～2.5mm)
高性能AE
減水剤(SP) ポリカルボン酸エーテル系化合物
増粘剤 ヒドロキシプロピルメチルセルロース
消泡剤 ポリアルキレングリコール誘導体
表-3.1 使用材料 
3 
3 
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マスターグレニウム SP8SV 
METOLOSE FL-30000 マスターエア 404 
写真-3.1 混和剤 
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3.1.2 モルタルの配合 
モルタルの配合を表-3.2 に示す。塑性粘度が充填性に及ぼす影響に着目する
ために各配合とも水セメント比(W/C)を 0.4 に、セメント質量に対する細骨材質
量の割合を示す細骨材セメント比(S/C)を 0.8 と一定にした。また、小粒径骨材と
大粒径骨材を 8：2 の割合で使用した。増粘剤添加量を増すと塑性粘度および降
伏値は増加し、高性能 AE 減水剤(以下、SP)添加量を増すと降伏値は低下する 1)
という関係を利用して増粘剤と SP の添加量を調整した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜1.2mm 1.2mm≦
No.1 0.10 1.20
No.2 0.30 1.90
No.3 0.45 2.00
No.4 0.45 2.20
No.5 0.15 1.00
No.6 0.10 1.00
No.7 0.10 0.70
No.8 0.08 0.70
No.9 0.05 0.50
No.10 0.01 0.50
W/C
単位量(kg/m3)
増粘剤
(C×%)
388 969 621 156
W C S
消泡剤
(C×%)
高性能
AE減水
剤(W
×%)
0.4 0.05
表-3.2 モルタルの配合 
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3.1.3 試験方法 
(1)練混ぜ方法 
骨材、増粘剤を混合したもの(写真-3.2)を前日に用意し、他の材料とともに室
温 20℃の部屋にて一晩静置した。 
 練混ぜには回転速度 1100rpm のハンドミキサ(写真-3.3)を用いた。1 バッチあ
たりの練り量は 10L とし、練混ぜ手順は図-3.1 に示すように予め SP と消泡剤
を混合した水に上述の混合材料を 1 分程度かけて塊にならないように注意して
投入し，全量投入後，3 分間練り混ぜた。 
 
 
図-3.1 モルタルの練混ぜ手順 
写真-3.2 予め混合された材料 
写真-3.3 ハンドミキサ 
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(2)粘度測定試験 
粘度測定試験には B 型(円筒ロータ式)回転粘度計を用いた。試験の様子を写真
-3.4 に示す。また、レオロジー定数の測定例を図-3.2 に示す。塑性粘度は回転数
50rpm、測定時間を 60 秒とし、15 秒ごと測定し、その平均値とした（0s、15s、
30s、45s、60s の 5 点）。降伏値は回転数を 20rpm、50rpm、100rpm の 3 水準、測
定時間を 60 秒とし、15 秒ごとに測定した。回転数ごとに得られた平均ずり応力
(Pa)と回転数(rpm)の関係をプロットし、近似式の傾きと切片から降伏値を算出
した。塑性粘度、降伏値はそれぞれ H4 ロータを使用した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真-3.4 試験の様子 
図-3.2 レオロジー定数の測定例 
使用ローター H4 Seiries M No.1
塑性粘度(mPa•s) ずり応力(Pa)
経過時間 塑性粘度(mPa•s) 20 50 100
0s 2136.0 0s 25.3 30.02 44.49
15s 2120.0 15s 25.51 30.12 40.52
30s 2136.0 30s 25.73 30.44 38.38
45s 2144.0 45s 25.94 30.87 36.88
60s 2144.0 60s 25.94 30.77 36.88
ave 2136.0 平均ずり応力(Pa) 25.684 30.444 39.43
降伏値(Pa)
　傾き = a 5.7867
　y軸切片 = b 127.65
　降伏値 22.06
回転数：50rpm
経過時間(s) 回転数(rpm)
右のグラフの式 　　y=ax-b
y = 5.7867x - 127.65
0
20
40
60
80
100
0 10 20 30 40 50
回
転
数
(rp
m)
平均ずり応力(Pa)
SP1.20％ 増0.10％
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(3)二重円筒式間隙充填性試験 
本研究では、既往の研究 2)を参考に、間隙充填性の評価を図-3.3 に示す装置を
用いて二重円筒式間隙充填性試験を行った。装置は 2 本のアクリルパイプ（内
パイプおよび外パイプ）から構成されており、間隙幅は外パイプの径のみを変化
させて調節した。試験の様子を写真-3.5 に示す。本試験は JSCE-F51「高流動コ
ンクリートの充填性試験方法(案)」から着想を得ている。この試験では、最大充
填高さは 355mm となるが、自己充填性を、満足するための充填高さを 300mm 以
上としている。この時の充填率を充填高さから算出すると 89.6％となる。そこで
本研究の二重円筒指揮間隙充填性試験においても、充填率 90%を充填可能の基
準とした。 
 鋼板巻立て工法の実施工においては、最狭部を間隙充填モルタルが充填でき
る限界と考えられる 5mm 以下とするため、間隙幅を 20mm 以上確保することが
推奨されている。また、5mm 程度なら充填可能である、といった報告もされて
いる。このことから、本研究室で 2、5 および 8mm の間隙幅で検討を行った結
果、8mm は問題なく充填し、2 および 5mm では粒径や流動性の相違よって充填
率に差が生じた。このことから、本検討では 5mm 以下の間隙幅に着目し、2、3
および 5mm の間隙幅を対象とした。試験手順を以下に示す。 
 
1. 高さ 500mm、内径 30mm の内パイプに試料（約 320ml）を上縁から 50mm 下
がった位置（外パイプの高さ）まで投入する。 
 
2. 試料投入後、内パイプを間隙幅（2、3、5mm）に相当する分だけ上方に引き
上げ、内パイプ内の試料の自重により、内パイプと外パイプの間隙に充填さ
せる。 
 
3. 試料が内パイプから、内パイプと外パイプの間隙へ流動して上昇した高さを
測定し、充填高さとした。内パイプ中の試料と外パイプ中の試料の高さが等
しくなった時の高さを理論充填高さとし、充填高さを理論充填高さで除した
値を間隙充填率と定義した。理論充填高さは以下に示す式を用いて算出した。
(3.3)また、試料投入の際、試料を所定の高さを超えて投入してしまった場合、
所定の高さから超えた分を補正値として記録し、間隙充填率に補正をかけた. 
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ここで、݄௧：理論充填高さ(mm)、݄଴：試験投入の所定の高さ(mm)、݄ᇱ：補正値
(mm)、݀ଵ：内パイプ内径(mm)、݀ଶ：外パイプ外径(mm)、݀ଷ：内パイプ内径
(mm)、B：間隙幅(mm) 
 
 
 
 
 
 
 
݄௧ ൌ ݀ଵ
ଶሺ݄଴ ൅ ݄ᇱሻ െ ݀ଷଶ・ܤ
݀ଷଶ െ ݀ଶଶ ൅ ݀ଵଶ ൅ ܤ 
(3.3)
図-3.3 二重円筒式間隙充填試験装置 
内径 外径 高さ 内径 外径 高さ
2 44 54
3 46 56
5 50 60
間隙幅
B(mm)
内パイプ寸法(mm) 外パイプ寸法(mm)
30 40 500 450
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写真-3.5 試験の様子 
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(4)モデル型枠式間隙充填性試験 
間隙充填モルタルが狭い間隙を流動する際に、壁面との間に生じる摩擦等の
せん断方向の抵抗力や骨材の滞留による閉塞・先流れが生じる恐れがある。そこ
で本研究では、間隙充填性の評価として二重円筒式間隙充填性試験の他に高流
動コンクリートの間隙流動試験を参考にしたモデル型枠を用いた間隙充填性試
験を行った。試験装置を図-3.4、写真-3.6 に示す。ガラス製の水槽とアクリル板
による仕切りから構成されている。便宜上、モルタル投入側を領域 1、流動側を
領域 2 とする。また、試験の様子を写真-3.7 に示す。本試験では塑性粘度の違い
により、せん断方向に働く抵抗力や骨材の接触、摩擦、滞留等の現象が間隙流動
にどのような影響を及ぼすかを考察するために、間隙流動に要する経過時間[到
達時間]、間隙流動後のモルタル中に含まれる骨材量[含有骨材率]を評価指標と
した。間隙幅は二重円筒式間隙充填性試験と同様に 5mm以下の間隙幅に着目し、
2、3 および 5mm の間隙幅を対象とした。試験手順を以下に示す。 
 
1. 領域 1 に試料(約 3L)を投入する。この際に間隙部に試料が流れないようにす
るため、間隙部を仕切り板で覆う。 
 
2. 仕切り板を外し、試料の自重により間隙部に流動させる。領域 2 にモルタル
が始めて流動するまでの時間を測定し、到達時間とした。その後 5 分間静置
させる。 
 
3. 5 分静置後、仕切り板で領域 1 と間隙部を再び覆い流動を止める。領域 2 内
の間隙部付近から試料を約 200ml 採取しその中に含まれる大粒径細骨材を
絶乾状態にした後に質量を測定し、配合設計から本来あるべきはずの骨材量
をもとに式(3.5)を用いて含有骨材率を求めた。 
 
 
 
 
 
 
含有骨材率ሺ%ሻ ൌ ݉ௗ200 ൈ
1000
156 ൈ 100 (3.5)
ここで、݉ௗ：細骨材の絶乾状態での質量(g) 
※配合設計より、1000ml あたりに含まれる大粒径細骨材は 156g とした。 
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写真-3.6 モデル型枠式間隙充填試験装置 
図-3.4 モデル型枠式間隙充填試験装置 
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写真-3.7 試験の様子 
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3.1.4 試験結果 
 本検討で得られた試験結果を表-3.3 に示す。二重円筒式間隙充填性試験、モデ
ル型枠式間隙充填性試験については間隙幅 2mmにおける試験結果が芳しくなか
った。これは、本検討で用いた試料の細骨材の最大粒径が 2.5mm であるからだ
と考えられる。そのため、2 種の間隙充填性試験結果の考察には間隙幅 3mm、
5mm の 2 水準のみ行うこととする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表-3.3 試験結果 
No.1 4.88 2.79 2.16 59.0 28.4 43.2
No.2 13.72 10.49 6.52 88.1 94.2 33.5
No.3 36.93 19.56 11.33 - 87.4 71.9
No.4 49.98 31.79 16.68 - 111.9 112.9
No.5 8.83 4.29 2.85 100.6 40.0 59.4
No.6 3.85 1.8 1.14 36.5 40.0 49.4
No.7 12.9 6.59 5.2 81.6 137.4 101.0
No.8 4.53 3.23 2.83 102.3 117.4 125.2
No.9 5.28 1.16 3.39 - 95.2 78.7
No.10 3.1 2.36 1.36 107.4 91.9 103.5
3mm 5mm
到達時間(s) 含有骨材率(％)
2mm 3mm 5mm 2mm
No.1 1.2 0.1 2.1360 22.6 39.5 95.5 100
No.2 1.9 0.3 3.6368 22.15 28.7 85 97.7
No.3 2.2 0.45 4.9888 30.38 27 83.8 92.5
No.4 2 0.45 5.0048 35.18 53.1 86 95.1
No.5 1 0.15 3.5488 25.97 46.6 87.5 95.6
No.6 1 0.1 2.3552 24.86 39.7 95.5 100
No.7 0.7 0.1 2.8176 26.75 33.1 92.8 100
No.8 0.7 0.08 3.2208 31.21 23 91 99.5
No.9 0.5 0.05 3.3616 35.44 18.7 89.3 91.5
No.10 0.5 0.01 3.3712 30.13 27.6 97.4 97.7
塑性粘度
(Pa・s) 2mm 3mm 5mmSP(C×％)
増粘剤
(W×％)
降伏値
(Pa)
充填率(％)
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(1)塑性粘度と降伏値 
 塑性粘度と降伏値の関係を図-3.5 に示す。塑性粘度が大きくなるほど降伏値
も大きくなるという傾向が僅かながら認められる。また、本検討では本研究室の
過去の検討より、降伏値 10Pa 以下の試料の作製を試みたが、全試料とも降伏値
20Pa 以上となった。以上のことから、本章における検討では、間隙充填モルタ
ルのレオロジー性能は塑性粘度が支配的であると考え、各試料の塑性粘度に着
目して試験結果を考察していくこととする。 
 
 
(2)充填率とレオロジー定数 
 図-3.6 に二重円筒式間隙充填試験における充填率とレオロジー定数の関係を
示す。充填率と塑性粘度の関係より、決定係数の値は小さく、強い相関であると
は言えないが、塑性粘度が大きくなるほど充填率は低下している。これは、粘性
が高まることで壁面に生じるせん断方向の抵抗力が増大したためと考えられる。 
充填率 89.6%を充填可能の基準とすると、間隙幅 5mm ではいずれの試料もこの
基準を満たす。間隙幅 3mm では塑性粘度 3.0Pa・s 程度の試料であれば，概ねこ
の基準を満たす。 
また、充填率と降伏値の関係でも、充填率と塑性粘度の関係と同様に、降伏値
が大きくなるほど充填率は低下している。これは前述の 3.2.1 塑性粘度と降伏値
の関係の通り、塑性粘度が大きくなるほど降伏値も大きくなる傾向があるとい
うことに起因すると考えられる。しかし、充填率と降伏値の関係には値のばらつ
きが大きく、相関があるとは言い難い。 
図-3.5 塑性粘度と降伏値の関係 
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図-3.6 充填率とレオロジー定数の関係 
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(3)到達時間とレオロジー定数 
 図-3.7 に到達時間とレオロジー定数の関係を示す。到達時間と塑性粘度の間
には良好な相関が認められる。粘性が小さいほど流動しやすく、高まるほどに流
動しにくくなることが分かる。粘性が高まることで壁面に生じるせん断方向の
抵抗力が増大したため、間隙部を通過するのに時間がかかったと考えられる。塑
性粘度が 5Pa・s 程度を計測した粘性が比較的高い 2 試料はその他の 8 試料(塑性
粘度 2.0~3.5Pa・s 程度)と比べ、到達時間が急増している。間隙幅が小さくなる
ほどその挙動は顕著に現れた。 
また、到達時間と降伏値の間には相関は見られなかった。降伏値が 30Pa 以上
の試料では試料ごとに到達時間に大きな差が見られた。 
図-3.7 到達時間とレオロジー定数の関係 
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(4)到達時間と充填率 
 図-3.8 に充填率と到達時間の関係を示す。間隙幅 3mm、5mm ともに充填率が
100%に近い試料は到達時間が 5s 以内である。しかしながら、充填率が低いもの
に関しては、到達時間の幅が大きく到達時間と充填率の間に明確な相関がある
とは言えない。だが、充填率が良好であると到達時間が短くなっているのは事実
である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.8 到達時間と充填率の関係 
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(5)含有骨材率とレオロジー定数 
 図-3.9 に含有骨材率とレオロジー定数の関係を示す。塑性粘度が 2.0～2.4Pa・
s 程度の試料では含有骨材率が低く材料分離が生じていると言える。それは、塑
性粘度が低い試料ではペーストと骨材の結びつきが弱いためだと考えられる。
また、変形のしにくさを示す降伏値も低いほど含有骨材率は低い値となってい
る。 
 
 
 
 
図-3.9 含有骨材率とレオロジー定数の関係 
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(6)含有骨材率と充填率 
 図-3.10 に充填率と含有骨材率の関係を示す。間隙幅 5mm に関しては 3mm と
大きな差異が見られず、全試料充填率 90%以上となったため、主として間隙幅
3mm について考察する。試験結果ごとに 3 つの試料群に分類した。充填率が高
く含有骨材率が低い A 群、充填率が低く含有骨材率が高い B 群、充填率と含有
骨材率がともに高い C 群である。また表-3.4 に充填率と含有骨材率の関係によ
る群ごとの塑性粘度と混和剤添加量を示す。 
A 群(No.1，6)は充填率が高いが、含有骨材率が低いため、間隙流動時にペース
ト分が先流れしていることが考えられ，材料分離抵抗性が低いと言える。表-3.4
より A 群に属する試料の塑性粘度は 2.1～2.4Pa・s 程度と他試料と比べ比較的低
い値をとった。 
B 群(No.2，3，4，9)は含有骨材率 100%前後であるが、充填率は 90%を満たし
ておらず充填不良となっている。モルタル中で骨材相互の干渉や摩擦が発生し，
充填率が低下したと考えられる。表-3.4 より B 群に属する試料の塑性粘度は 3.5
～5.0Pa・s 程度と他群の試料と比べ比較的高い値をとった。また、混和剤添加量
も増粘剤、SP ともに他試料と比べ非常に多くなっている。 
C 群(No.7，8，10)は含有骨材率が 100%前後で充填率も高くなっている。間隙
充填モルタルの要求性能である流動性と材料分離抵抗性の両方を有していると
言える。表-3.4 より C 群に属する試料の塑性粘度は 2.8～3.3Pa・s 程度である。
また、混和剤添加量は増粘剤添加量 0.10%以内、SP 添加量は 1.00%未満となり、
他群の試料と比べると少なく設定されている。 
混和剤添加過多は見かけの充填率は高くても材料分離を助長してしまい，充
填性に優れたモルタル製造には増粘剤添加量を 0.10%以内，SP 添加量を 1.00 未
満にする必要があることが明らかになった。 
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表-3.4 充填率と含有骨材率の関係による 
群ごとの塑性粘度と混和剤添加量 
No.1 2136 0.10 1.20
No.6 2355 0.10 1.00
No.2 3637 0.30 1.90
No.3 4989 0.45 2.20
No.4 5005 0.45 2.00
No.9 3362 0.05 0.50
No.7 2818 0.10 0.70
No.8 3221 0.08 0.70
No.10 3371 0.01 0.50
増粘剤
(W×％) SP(C×％)
A群
B群
C群
塑性粘度
(mPa・s)試料No.
図-3.10 含有骨材率と充填率の関係 
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3.1.5 まとめ 
(1)二重円筒式間隙充填性試験による充填性評価 
本研究室の過去の検討では、二重円筒式間隙充填性試験による充填率を充填
性の指標として取り扱ってきたが、充填率は流動性を評価する指標ではあるが、
材料分離抵抗性を評価することは不可能である。間隙流動の度合いを充填率と
して定量的に評価することはできるが、間隙を充填したモルタル中に含まれる
骨材量を測定することはできないためであると考えられる。充填率が 90%を超
えてもペースト分の先流れによって充填しているのか、材料分離せず流動し充
填しているかは不明であり、モルタル中の骨材の挙動を把握することはできな
い。 
本検討で作成した最大骨材粒径 2.5mm のモルタルは塑性粘度が概ね 3.0Pa・s
以下であれば、間隙幅 3mm 以上において十分な流動性を有する。 
 
(2)モデル型枠式間隙充填性試験による充填性評価 
到達時間は塑性粘度と良好な相関が見られた。モルタルの粘性が高まること
で壁面に生じるせん断方向の抵抗力が増大したためと考えられる。到達時間が
10 秒以内であれば間隙幅 3mm 以上において、充填率は概ね 90%以上を計測し
良好な流動性を示す試料が多かった。しかしながら、到達時間が 1.16 秒でも充
填率 90%に満たない試料もあったため、一概に到達時間が流動性を示すとは言
えない結果となった。 
また、充填率と含有骨材率の関係より、流動性は高いが材料分離抵抗性が低い
試料群、流動性は低いが材料分離抵抗性が高い試料群、流動性と材料分離抵抗性
の両方を有した充填性の優れた試料群に分類することができた(図-3.10)。比較
的粘性の弱い試料は材料分離抵抗性が低く、比較的粘性の高い試料は流動性が
低くなってしまう結果となった。流動性と材料分離抵抗性の両方を有するため
には塑性粘度は 2.8～3.3Pa・s 程度が望ましいという結果が得られた。しかし、
各試料群の混和剤添加量が多いと、材料分離の助長や流動性の喪失を引き起こ
してしまうことが明らかになった。充填性に優れたモルタル製造には増粘剤添
加量を 0.10%以内，SP 添加量を 1.00%未満にする必要がある。 
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3.2 レオロジー性能に関する検討 
「充填不良を起こさない間隙充填モルタルの条件解明」を目的とした流動試
験結果について取りまとめた。閉塞を起こさず間隙を充填するモルタルのレオ
ロジー性能を定量評価するため、レオロジー定数を指標として間隙充填モルタ
ルの流動挙動を考察した。 
3.1 材料構成に関する検討と異なる点としては、モデル型枠式充填性試験を改
良し間隙通過後の含有骨材を細分化し、材料分離抵抗性にフォーカスを当てた
点である。得られたデータとレオロジー性能の関係を考察し、流動性に優れてい
る且つ材料分離抵抗性が高い間隙充填モルタルに必要な降伏値の最低基準につ
いて言及した。 
 
3.2.1 使用材料 
 使用材料については 3.1 材料構成に関する検討で言及したものと同様のもの
を用いたため、割愛する。 
 
3.2.2 モルタルの配合 
 モルタルの配合を表-3.5 に示す。3.1 材料構成に関する検討の検討と同様に、
塑性粘度が充填性に及ぼす影響に着目するために各配合とも水セメント比
(W/C)を 0.4 に、セメント質量に対する細骨材質量の割合を示す細骨材セメント
比(S/C)を 0.8 と一定にした。また、小粒径骨材と大粒径骨材を 8：2 の割合で使
用した。増粘剤添加量を増すと塑性粘度および降伏値は増加し、高性能 AE 減水
剤(以下，SP)添加量を増すと降伏値は低下する 1)という関係を利用して増粘剤と
SP の添加量を調整した。 
 
 
表-3.5 モルタルの配合 
＜1.2mm 1.2mm≦
No.1 0.500 0.02
No.2 0.375 0.01
No.3 0.500 0.01
No.4 0.468 0.01
No.5 0.700 0.10
No.6 0.700 0.08
No.7 0.500 0.05
No.8 1.900 0.30
No.9 2.200 0.45
No.10 1.500 0.30
No.11 3.600 0.30
高性能AE
減水剤
(C×%)
増粘剤
(W×%)
消泡剤
(C×%)
0.4 388 969 621 156 0.05
W/C W C S
単位量(kg/m )3
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3.2.3 試験方法 
 練混ぜ方法、粘度測定試験、二重円筒式間隙充填性試験については 3.1 材料構
成に関する検討で言及したため割愛する。 
 
モデル型枠式間隙充填性試験 
 3.1 材料構成に関する検討で用いたモデル型枠式間隙充填性試験では、間隙通
過後の試料中の含有骨材全てを採取することを困難であった。材料分離挙動を
より明確化することを目的として、本検討ではモデル型枠の改変を行った。試験
装置は図-3.11、写真-3.8 に示す。改変前の試験装置と同様にガラス製の水槽と
アクリル板の仕切りから構成させている。間隙流動に要する経過時間[到達時間]
と、間隙流動後のモルタル中に含まれる骨材量含率を評価指標とした。含有骨材
率は前述の通り、材料分離抵抗性の細かな評価を行うため、粒径 1.2mm 未満の
[小粒径含有率]、粒径1.2mm以上の[大粒径含有率]の含有骨材率を大粒径含有率、
大粒径含有率と小粒径含有率の差の絶対値の[含有率差]をそれぞれ求めた。間隙
幅は改変前の試験装置と同様に 3、5mm の間隙幅を対象とした。試験手順を以
下に示す。 
 
1. 投入部に試料(3L)を投入する。この際に間隙部に試料が流れないようにする
ため、間隙部を仕切り版で覆う。(図-3.12 概念図(a)) 
 
2. 仕切り版を引き上げ、試料の自重により間隙部に流動させる。間隙部出口に
モルタルの先端が達するまでの時間を測定し、到達時間とする。その後 5 分
間静置させる。(図-3.12 概念図(b)) 
 
3. 5 分静置後、仕切り版で投入部と間隙部を再び覆い流動を止める。 
 
4. 間隙通過後のモルタルを全量採取し、その中に含まれる大粒径細骨材と小粒
径細骨材を絶乾状態にした後に質量を測定し、配合上本来あるべき各骨材料
をもとに式(3.4)、(3.5)よりそれぞれの含有骨材率を求めた。 
 
 
 
 
大粒径含有率ሺ%ሻ ൌ ݉ௗܯ採取
ൈ 1000156 ൈ 100 (3.1)
小粒径含有率ሺ%ሻ ൌ ݉ௗܯ採取
ൈ 1000621 ൈ 100 (3.2)
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ここで、݉ௗ：大粒径細骨材の絶乾状態での質量(g)、M 採取：間隙通過後の全採
取モルタル量(ml) 
※配合設計より、1000ml あたりに含まれる大粒径細骨材は 156g、小粒径細骨
材は 621g とした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.11 モデル型枠式間隙充填試験装置 
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写真-3.8 モデル型枠式間隙充填試験装置 
図-3.12 概念図 
間隙部
投入部
間隙部出口
←仕切り板
間隙部
投入部
間隙部出口
←仕切り板
引き上げ
(a)間隙部封鎖の様子 (b)流動開始の様子 
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3.2.4 試験結果 
 本検討で得られた試験結果を表-3.6 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表-3.6 試験結果 
No.1 220 200 63.3 72.5 59.9 70.9 74.0 78.2 14.1 7.3
No.2 31 510 62.3 71.6 57.7 66.8 80.6 90.2 23.0 23.4
No.3 200 450 92.0 84.5 90.1 84.4 97.4 84.2 7.3 0.2
No.4 290 1040 64.8 67.6 60.2 61.2 81.1 90.7 20.9 29.4
No.5 558 1540 75.1 76.2 75.6 75.2 72.8 80.0 2.8 4.8
No.6 670 1552 68.8 70.2 67.8 66.9 72.4 83.0 4.6 16.1
No.7 355 1000 77.4 79.8 75.1 78.5 86.0 85.0 10.8 6.5
No.8 510 1140 58.2 60.7 59.1 59.9 54.2 63.7 4.9 3.8
No.9 130 600 74.2 72.0 72.6 73.2 79.4 67.0 6.8 6.2
No.10 310 980 75.2 77.1 76.8 78.6 68.4 71.2 8.4 7.3
No.11 562 1350 61.8 65.3 65.3 68.3 48.0 53.2 17.3 15.0
含有率差(％)
3mm 5mm 3mm 5mm 3mm 5mm 3mm 5mm 3mm 5mm
採取モルタル(ml) 採取全骨材(％) 小粒径骨材(％) 大粒径骨材(％)
No.1 0.5 0.02 1.6240 11.37 89.2 96.0 6.84 8.95
No.2 0.375 0.01 2.4064 13.41 86.7 94.8 11.51 6.48
No.3 0.5 0.01 1.6160 10.77 92.8 98.7 6.15 6.37
No.4 0.468 0.01 1.9568 12.2 92.1 99.7 4.5 3.48
No.5 0.7 0.10 1.4256 4.84 96.6 99.4 6.9 3.93
No.6 0.7 0.08 1.0880 6.6 98.9 100.0 6.19 3.55
No.7 0.5 0.05 1.7040 11.64 92.8 99.2 6.37 3.71
No.8 1.9 0.30 1.3248 2.87 97.8 100.0 19.94 8.17
No.9 2.2 0.45 2.5772 8.7 91.8 99.4 44.74 13.7
No.10 1.5 0.30 1.5232 3.73 94.9 99.1 20.27 5.75
No.11 3.6 0.30 1.0256 2.55 96.6 103.6 12.86 6.62
充填率(％)
3mm 5mm
到達時間(s)
3mm 5mmSP(C×％)
増粘剤
(W×％)
塑性粘度
(Pa・s)
降伏値
(Pa)
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(1)降伏値と塑性粘度 
 塑性粘度と降伏値の関係を図-3.13 に示す。3.1 材料構成に関する検討と同様
に、塑性粘度が大きくなるほど降伏値も大きくなるという傾向が僅かながら認
められる。また、降伏値 10Pa 以下の試料の作製も成功することができた。過去
の本研究室の検討も踏まえ、本章における検討では、各試料の塑性粘度、降伏値
双方に着目して試験結果を考察していくこととする。 
 
 
(2)充填率とレオロジー定数 
 図-3.14に二重円筒式間隙充填試験における充填率とレオロジー定数の関係を
示す。充填率と塑性粘度の関係は、3.1 材料構成に関する検討と同様の結果とな
り、間隙幅 5mm ではいずれの試料もこの基準を満たす。間隙幅 3mm に関して
も、概ねこの基準を満たす。 
また、充填率と降伏値の関係でも相関関係が見られるようになった。これは、
10Pa 以下の降伏値の試料を製作することが出来たためであると考えられる。降
伏値が大きい際には現れなかった、充填性に影響を及ぼす特性を確認すること
が出来た。 
 
 
 
 
 
図-3.13 降伏値と塑性粘度の関係 
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図-3.14 充填率とレオロジー定数の関係 
85 
 
(3)到達時間とレオロジー定数 
 図-3.15 に到達時間とレオロジー定数の関係を示す。到達時間と塑性粘度の関
係を見ると、3.1 材料構成に関する検討の結果と比べ相関関係は認められなかっ
た。これは、3 章の検討の塑性粘度帯は約 2～5Pa・s と幅が広かったのに対し、
本章の検討では 1～1.5Pa・s であるため相関関係が見えにくいことが原因として
考えられる。 
 到達時間と降伏値の関係では、降伏値 10Pa 以下の試料に関しては、若干では
あるが降伏値が大きくなるほど到達時間が長くなる傾向が見られた。 
 
図-3.15 到達時間とレオロジー定数の関係 
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(4)到達時間と充填率 
 図-3.16 に充填率と到達時間の関係を示す。3 章の結果と同様に、間隙幅 3mm、
5mm ともに充填率が 100%に近い試料は到達時間が 5s 以内であるが、到達時間
と充填率の間に明確な相関があるとは言えない。 
 
 
(5)含有骨材とレオロジー定数 
 図-3.17 に含有大粒径骨材率とレオロジー定数の関係を示す。含有大粒径骨材
率と塑性粘度の関係を見ると、明瞭な相関は見られないものの、塑性粘度が大き
くなりにつれ含有大粒径骨材率は高くなり、塑性粘度が 1.5～2.0Pa・s 周辺をピ
ークにまた含有大粒径骨材率が低くなるような挙動を示している。 
 一方、含有小粒径骨材率と降伏値の関係を見ると、降伏値が大きくなるにつれ
て大粒径含有率が高くなる傾向がある。特に、降伏値が 4Pa を下回る試料(No.8、
10、11) では、含有大粒径骨材率が低く記録された。これは、ペーストと骨材が
一体化できるだけの粘性を担保出来ていないため、練り終わりから既に材料分
離が生じ、間隙充填性試験器内や間隙内で細骨材が沈降・滞留することで間隙を
通過できた細骨材量が減ったと考えられる。そのため、材料分離抵抗性を有する
ためには、この 3 試料(No.8、10、11)よりも降伏値が大きくあることが必要であ
る。また、その時の大粒径含有率は概ね 70%以上である。 
 
 
 
図-3.16 到達時間と充填率の関係 
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図-3.17 含有大粒径骨材率とレオロジー定数の関係 
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図-3.18 に含有小粒径骨材率とレオロジー定数の関係を示す。含有小粒径骨材
率と塑性粘度、降伏値それぞれの関係を見ても相関は認められない。ほとんどの
試料で含有小粒径骨材率 60％～80％以内で収まっている。これは、大粒径骨材
に比べて、粒径が細かく流動時の差異が出にくかったからであると考えられる。
また、含有骨材率は大粒径、小粒径ともに洗い分析により算出しているため洗い
流した可能性についても捨てきれない。 
 
 
 
図-3.18 含有小粒径骨材率とレオロジー定数の関係 
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(6)含有率差とレオロジー定数 
 図-3.19 に含有率差とレオロジー定数の関係を示す。特に含有率差と降伏値の
関係について言及する。含有率差 10%を境に、試料を 2 グループに分ける。含
有率差が 10％以上であるものをグループ 1(試料 No.2、4、11)、含有率差が 10％
未満であるものをグループ 2(No.1，3，5～9)にとした。 
グループ 1 では含有率差が比較的大きくなっているが、これは間隙通過後のモ
ルタル中の骨材が大粒径細骨材または小粒径細骨材のどちらかに偏っているた
め健全な試料であるとは言えない。 
一方、含有率差が比較的小さいグループ 2 は、間隙通過後のモルタル中に大
粒径細骨材と小粒径細骨材が同程度の割合で含まれており、健全な試料である
と言える。この時の試料の降伏値は 3Pa 以上である。上限に関しては、3 章の検
討も踏まえ、今後の検討課題とする。 
しかし、含有率差が 10%以内でも 4.2.5 含有骨材率とレオロジー定数で言及し
た材料分離を引き起こした試料が含まれている。そのため、「材料分離を起こし
ていない且つ含有率差が低い試料である」ためには、降伏値が 4Pa 以上である
ことが最低条件である。 
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図-3.19 含有率差とレオロジー定数の関係 
91 
 
3.2.5 まとめ 
(1)含有骨材率に見る材料分離抵抗性評価 
含有小粒径骨材率と降伏値の関係より降伏値が大きくなるにつれて大粒径含
有率が高くなる傾向がみられた。降伏値が 4Pa を下回ると材料分離が生じてし
まう。そのため、材料分離抵抗性を有するためには、4Pa よりも降伏値が大きく
あることが必要である。その時の大粒径含有率は概ね 70%以上である。 
 
(2)含有率差に見る材料分離抵抗性評価 
含有率差 10%を境に試料をグループ分けしたとき、モルタル中の大粒径細骨
材・小粒径細骨材が同程度の割合で含まれている健全であると言える試料の降
伏値は 3Pa 以上であった。上限に関しては、3.1 材料構成に関する検討の検討も
踏まえ、今後の検討課題とする。 
しかし、含有率差が 10%以内でも 4.2.5 含有骨材率とレオロジー定数で言及し
た材料分離を引き起こした試料が含まれている。そのため、「材料分離を起こし
ていない且つ含有率差が低い試料である」ためには、降伏値が 4Pa 以上である
ことが最低条件である。 
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第 4 章 流体シミュレーションに関する検討 
間隙充填モルタルの「流動シミュレーションの確立」を目的とした流動試験に
ついて取りまとめた。第 3 章では、「充填不良を起こさない間隙充填モルタルの
条件解明」を目的として検討を進めた。その結果、流動性・材料分離抵抗性の両
方に優れた間隙充填モルタルの材料構成やレオロジー性能について解明するこ
とが出来た。 
本章は、第 3 章の成果を用いて、MPS 法による流動解析によりモデル型枠式
間隙充填性試験の間隙流動をシミュレーションした結果の整合性評価を行った
ものである。 
 
4.1MPS 法の概要 
 本検討の流体解析では粒子法の 1 種である MPS 法を用いた。何故なら、粒子
同士の位置関係が固定されず、流動を柔軟に表すことが出来るためである。しか
しながら、MPS 法で再現される流体は全粒子が均一であるため、セメントや骨
材など複数の材料によって形成されている間隙充填モルタルの材料分離挙動を
再現することは不可能である。そこで、第 3 章の成果である材料分離しない充
填性に優れた間隙充填モルタルの条件を満たしていれば、材料分離しない均一
の材料で形成されたビンガム流体と見なすこととした。 
 MPS 法を採用するに至った経緯の 1 つとして格子法との比較を含む粒子法の
計算手法の特徴を以下に示す 1)。 
 
1. 格子が不要 
粒子法では格子を必要としない。従来の流れのシミュレーション法である
有限体積法や有限要素法が格子を必要とすることと比べて、大きな特徴であ
る。図-4.1 に格子法と粒子法の違いを示す。 
格子法では格子点上に速度等の変数を配置するが、粒子法では粒子上に変
数を配置する。そもそも格子法では格子点だけでなく、格子点の間を線で結
ぶ必要がある。その線によって格子点間のつながりを明示するためである。
そして、支配方程式を離散化するとき、線でつながっている格子点を使って
離散化を構築する。一方で粒子法は、粒子間相互作用モデルによって離散化
を作るが、それには影響半径内の近傍粒子を用いる。粒子が移動するたびに
粒子間距離を再度計算して近傍関係を更新する。そのため粒子法には格子法
における線は必要なく、格子生成にかかる労力と時間を削減することが出来
る。 
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2. ラグランジュ記述 
 流れに対して流れとともに視点が移動する記述のことをラグランジュ記
述という。また、空間に固定された記述をオイラー記述という。粒子法はラ
グランジュ記述であり、ナビエ-ストークス方程式のラグランジュ微分がそ
のまま時間微分になる。一方で、格子を空間に固定する格子法はオイラー記
述である。オイラー記述ではラグランジュ微分が時間微分項と対流項に分離
される。そして対流項を新たに計算しなければならない。対流項の離散化に
は数値拡散や数値振動の問題が生じることが知られており、計算精度が悪く
なる恐れがある。 
 
3. 簡単な離散式 
 粒子法の粒子間相互作用モデルによる離散化が、格子法の離散化と比較し
て相対的に容易である。例えば、2 次元空間と 3 次元空間の違いを考えてみ
ると、考慮すべき座標の数が 2 個から 3 個に増えることになる。格子法では
空間微分をそれぞれの座標について行うことになり、項の数が増える。一方
で粒子法の粒子間相互作用モデルでは基本的に粒子間距離の座標の数の増
加を考慮するだけでよく、項の数は増えない。そのため、粒子法では 2 次元
と 3 次元の計算プログラムの長さがあまり変わらない。 
 
 
 
 
 
 
図-4.1 格子法と粒子法の違い 
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4.1.1 支配方程式 2)3) 
 液体や気体などの流体現象をシミュレーションするためには、流体の支配方
程式である「ナビエ-ストークス方程式」と「連続の式」に従って、流体を移動
させ、また質量や密度を計算すればよい。MPS 法でも同様に、これらの式に従
って流体粒子を移動させて流体シミュレーションを行う (2.3.1 粒子法の基礎で
既に言及している) 。以下、式(4.1)に「ナビエ-ストークス方程式」を、(4.2)に「連
続の式」を示す。 
 
߲ݑ
߲ݐ ൅ ሺݑ ∙ ׏ሻݑ ൌ െ
1
ߩ ׏݌ ൅ ݒ׏
ଶݑ ൅ ݃ ൅ ܨ 
ߘݑ ൌ 0 
 
ここで、ݑ：速度、ߩ：密度、݌：圧力、݃：重力加速度ベクトル、ܨ：流体に加わ
る力ベクトルである。 
 
4.1.2 勾配モデルとラプラシアンモデル 2)3) 
 MPS 法は流動時の運動方程式中の微分演算子を粒子間の相互作用によって表
現することにその特徴がある。 
MPS 法では連続体を有限個の粒子に置き換え、式(4.3)で表される重み関数ݓ
を用いて粒子間相互作用を解いている。 
 
ݓሺݎሻ ൌ ൝
ݎ௘
ݎ െ 1				ݎ ൑ ݎ௘0												ݎ௘ ൏ ݎ
 
 
ここで、ݎ：粒子間距離、ݎ௘：粒子間相互作用の及ぶ範囲の半径である。 
 流体の支配方程式には微分演算子として勾配とラプラシアンモデルが含まれ
る。MPS 法では粒子݅のある物理量を߶とすると勾配とラプラシアンは重み関数
を用いてそれぞれ式(4.4)、(4.5)で表される。 
 
〈׏߶〉௜ ൌ ݀݊଴෍൥
߶௝ െ ߶௜
หݎ௝ െ ݎ௜หଶ
൫ݎ௝ െ ݎ௜൯ݓ൫หݎ௝ െ ݎ௜ห൯൩
௝ஷ௜
 
〈׏ଶ߶〉௜ ൌ 2݀ߣ݊଴෍ൣ൫߶௝ െ ߶௜൯ݓ൫หݎ௝ െ ݎ௜ห൯൧௝ஷ௜
 
(4.1)
(4.2)
(4.3)
(4.5)
(4.4)
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ここで、〈 〉௜：粒子݅における粒子間相互作用モデル、ݎ：粒子の位置ベクトル、
݆：近傍粒子番号、݀：次元数、݊଴：初期配置から求められた粒子数密度である。 
 また、粒子数密度は重み関数を用いて式(4.6)で定義する。 
 
〈݊〉௜ ൌ෍ݓ൫หݎ௝ െ ݎ௜ห൯
௝ஷ௜
 
 
式(4.6)は粒子݅において、粒子݅と近傍粒子である各粒子との重みの和を表して
いる。式(4.5)の係数λは変数分布の分散を解析解と一致させるための係数であり、
式(4.7)によって求められる。 
 
λ ൌ
∑ ቂݓ൫หݎ௝ െ ݎ௜ห൯หݎ௝ െ ݎ௜หଶቃ௝ஷ௜
∑ ݓ൫หݎ௝ െ ݎ௜ห൯௝ஷ௜  
 
4.1.3 アルゴリズム 2)3) 
 MPS 法の非圧縮性流体解析アルゴリズムは SMAC 法的手法であるため半陰解
法アルゴリズムが用いられている。以下にそのアルゴリズムを簡単に述べる。 
 解くべき方程式は、連続の式とナビエ-ストークス方程式である。はじめに陽
的な解法として、粘性項と重力項を解き、加速度ݑ௜∗と仮の位置ݎ௜∗を式(4.8)、(4.9)
により求める。 
 
ݑ௜∗ ൌ ݑ௜௞ ൅ ∆ݐൣሺߟ ൅ Λሻ׏ଶݑ௜ ൅ 2ߝ௜௝׏Λ ൅ ܨ௜൧ 
ݎ௜∗ ൌ ݎ௜௞ ൅ ∆ݐݑ௜∗ 
 
ここで、粘性項に含まれる勾配とラプラシアンはそれぞれ式(4.4)、(4.5)を用いて
示す。 
 仮の位置ݎ௜∗で粒子数密度݊௜∗を求めると初期数密度݊଴と一致していないため、
解くべき連続の式は非圧縮条件を満足していない。そこで次のステップとして、
粒子の初期位置から粒子数密度݊଴と毎ステップで計算される粒子数密度݊∗を一
致させる。相することで粒子半径内に一定の粒子が存在するような圧力が発生
し、質量が保存され、非圧縮条件を満たすことが出来る。 
粒子の圧力は、݊∗から݊଴への修正量から式(4.10)を用いて陰的に計算を行う。 
 
(4.6)
(4.7)
(4.8)
(4.9)
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׏ଶܲ௞ାଵ ൌ െ ߩ∆ݐଶ
݊௜∗ െ ݊଴
݊଴  
 
これより得られた各粒子の圧力から式(4.11)により、修正速度ݑ௜ᇱを求める。 
 
ݑ௜ᇱ ൌ െ
∆ݐ
ߩ଴ ׏ܲ
௞ାଵ 
 
修正速度ݑ௜ᇱを用いて真の速度および位置が式(4.12)で求まる。 
 
ቊݑ௜
௞ାଵ ൌ ݑ௜∗ ൅ ݑ௜ᇱ
ݎ௜௞ାଵ ൌ ݎ௜∗ ൅ ݎ௜ᇱ  
 
4.1.4bi-viscosity モデルと運動方程式 4) 
 本検討で用いられる間隙充填モルタルの支配方程式はビンガム流体の運動方
程式である。その bi-viscosity モデルには、既往の文献に示されるものを用いた。
それは、せん断応力が降伏値に達するまでは高粘性流体として扱い、流動速度を
非常に小さくするものである。そのため、不導状態として扱うことが可能になる。
運動方程式を式(4.13)に示す。 
 
ܦݑ௜
ܦݐ ൌ ܨ ൅
1
ߩ
ۖە
۔
ۖۓ
െ׏ܲ ൅ ቌߟ ൅ ߬௬ ቀ1 െ ݁
ି௠√ஈቁ
√Π ቍ׏
ଶݑ௜ ൅ 2ߝ௜௝
߲ ቆ1 െ ݁ି௠√ஈ√Π ቇ
߲ݔ௝
ۙۖ
ۘ
ۖۗ 
 
 
ここで、߬௬：降伏値、݉：フィッティング係数、ߝ௜௝：流動時のひずみ速度、 
√Π ൌ ඥ2ߝ௜௝ߝ௜௝である。またߝ௜௝は式(4.14)で示される。 
 
ߝ௜௝ ൌ 12 ሾሺ׏ݑሻ ൅ ሺ׏ݑሻ
்ሿ 
 
 
 
 
(4.10)
(4.11)
(4.12)
(4.13)
(4.14)
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また、粒子݅における時刻݇のひずみ速度を式(4.15)に示す。 
 
〈׏ݑ〉௜௞ ൌ
݀
݊଴෍
൫ݑ௝௞ െ ݑ௜௞൯൫ݎ௝௞ െ ݎ௜௞൯
หݎ௝௞ െ ݎ௜௞หଶ
ݓ൫หݎ௝௞ െ ݎ௜௞ห൯௝ஷ௜  
 
ここで導出された各ひずみ速度より、√Πを求めることが出来る。 
 本研究における MPS 法のアルゴリズムでは位置が更新された後に次のステッ
プでの粒子の流動判定を行っている。 
 
4.2 解析に用いた流動試験 
 第 3章により得られた「充填不良を起こさない間隙充填モルタルの条件解明」
の成果を用いて流動解析を行った。その流動試験による実挙動とその解析結果
の整合性を考察したい。本項では、その流動試験の概要と結果について取りまと
めたものである。 
 
4.2.1 使用材料 
使用材料については 3.1 材料構成に関する検討で言及したものと同様のもの
を用いたため、割愛する。 
 
4.2.2 モルタルの配合 
 モルタルの配合を表-4.1 に示す。第 3 章の検討より、充填性に優れた間隙充
填モルタルの条件として「増粘剤添加量 0.10%、SP 添加量 1.00％未満」、「降伏
値 4Pa 以上」の 2 つを満たす必要があることが分かった。そのため、上記の 2 条
件を満たす配合をそれぞれ粘性が大きいもの(No.1)、小さいもの(No.2)、中程度
のもの(No.3)の 3 水準を用意した。また、第 3 章の検討と実験条件を合わせるた
め、水セメント比(W/C)を 0.4 に、セメント質量に対する細骨材質量の割合を示
す細骨材セメント比(S/C)を 0.8 と一定にした。また、小粒径骨材と大粒径骨材を
8：2 の割合で使用した。 
表-4.1 モルタルの配合 
＜1.2㎜ 1.2㎜≦
No.1 0.5 0.05
No.2 0.7 0.05
No.3 0.7 0.10
0.05
W/C
単位量(kg/m3) 高性能AE
減水剤
(C×%)
増粘剤
(W×%)
0.4 388 969 621 156
消泡剤
(C×%)W C S
(4.15)
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4.2.3 試験方法 
 練混ぜ方法、粘度測定試験、二重円筒式間隙充填性試験については 3.1 材料構
成に関する検討で言及したため割愛する。粘度測定試験は降伏値が所定の値を
満たしていることの確認と、レオロジー定数が流動解析のパラメータの 1 つと
なっているためである。二重円筒式間隙充填性試験は充填率が流動性に優れた
と言える 89.6%を満たしているかの確認のために行った。 
 
(1)密度測定試験 
 密度に関しては、1000ml 容器に間隙充填モルタルを充填させたときの重量よ
り測定した。 
 
(2)モデル型枠式間隙充填性試験 
 3.1 材料構成に関する検討で用いたモデル型枠式間隙充填性試験では、流動解
析において、莫大な時間を費やしてしまうという問題点が生じた。本検討は基礎
的検討の取り掛かりであるため、モデル式型枠式間隙充填性試験装置の寸法を
小さく改良し、流動解析効率化を図った。装置を図-4.2 に示す。改良前の装置は
試料を約 3L 必要としたが、本検討で用いる装置は、試料は 1L のみ使用する。 
試験手順を以下に示す。流動解析に用いるというのが本試験の目的であるた
め、測定したのは流動開始前の領域 1 の試料充填高さと到達時間である。流動
の様子はカメラで撮影した。 
 
4. 領域 1 に試料(約 1L)を投入する。この際に間隙部に試料が流れないようにす
るため、間隙部を仕切り板で覆う。 
 
5. 仕切り板を外し、試料の自重により間隙部に流動させる。領域 2 にモルタル
が始めて流動するまでの時間を測定し、到達時間とした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
99 
 
 
4.2.4 試験結果 
本検討で得られた試験結果を表-4.2 に示す。粘度測定試験より得られた降伏
値を見ると、それぞれ 4Pa 以上を満たしている。そのため、「増粘剤添加量 0.10%、
SP 添加量 1.00％未満」の配合条件で「降伏値 4Pa 以上」の試料を製作すること
が出来た。塑性粘度を見ると、粘性が大きいもの(No.1 1.886Pa・s)、小さいもの
(No.2 0.820Pa・s)、中程度のもの(No.3 1.126Pa・s)の 3 水準に分けることが出来た
といえる。また、二重円筒式間隙充填性試験の結果を見ても、充填率が全て 89.6%
以上となっている。以上を鑑みて、本検討の試料は充填率の優れた間隙充填モル
タルであると判断した。 
 
 
 
 
 
3 105.0 3.98
5 100.0 2.14
3 107.0 2.77
5 104.0 1.84
3 97.0 3.99
5 102.0 1.95
98.1
97.4
284.5
256.0
279.0
277.02.31
間隙幅
(mm)
初期充填
高さ(mm)
モデル式間隙充填性試験
到達時間
(s)
2.35
2.33
二重円筒式間隙充填性試験
理論充填
高さ(mm)
充填高さ
(mm)
充填率
(％)
90.0
No.2
No.3
1.886
0.82
13.85
4.82
1.126 5.64
塑性粘度
(Pa・s)
降伏値
(Pa)
密度
(kg/m＾2)
No.1
表-4.2 試験結果 
図-4.2 モデル型枠式間隙充填性試験装置 
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4.3MPS 法による解析結果 
 本検討で得られた解析結果について、実測の到達時間と解析によって得られ
た到達時間を表-4.3 に、実際の実験の写真を写真-4.1～4.6 に、解析結果を図-4.3
～4.8 にそれぞれ示す。解析による到達時間は目視で、0.05s 刻みで計測した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3 3.98 2.85
5 2.14 1.25
3 2.77 0.70
5 1.84 0.40
3 3.99 1.05
5 1.95 0.60
実測到達
時間(s)
解析到達
時間(s)
No.1
No.2
No.3
間隙幅
(mm)
表-4.3 実測の到達時間と解析によって得られた到達時間の結果の比較 
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 写真-4.1 試料 No.1 モデル型枠式間隙充填性試験 間隙幅 3mm 
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 写真-4.2 試料 No.1 モデル型枠式間隙充填性試験 間隙幅 5mm 
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 写真-4.3 試料 No.2 モデル型枠式間隙充填性試験 間隙幅 3mm 
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 写真-4.4 試料 No.2 モデル型枠式間隙充填性試験 間隙幅 5mm 
105 
 
1s 
 
 
 
 
 
 
2s 
 
 
 
 
 
 
3s 
 
 
 
 
 
 
4s 
 
 
 
 
 
 
5s 
 
 
 
 
 
 
 写真-4.5 試料 No.3 モデル型枠式間隙充填性試験 間隙幅 3mm 
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 写真-4.6 試料 No.3 モデル型枠式間隙充填性試験 間隙幅 5mm 
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 図-4.3 試料 No.1 モデル型枠式間隙充填性試験 解析 間隙幅 3mm 
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 図-4.4 試料 No.1 モデル型枠式間隙充填性試験 解析 間隙幅 3mm 
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図-4.5 試料 No.2 モデル型枠式間隙充填性試験 解析 間隙幅 3mm 
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 図-4.6 試料 No.2 モデル型枠式間隙充填性試験 解析 間隙幅 5mm 
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 図-4.7 試料 No.3 モデル型枠式間隙充填性試験 解析 間隙幅 3mm 
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 図-4.8 試料 No.3 モデル型枠式間隙充填性試験 解析 間隙幅 5mm 
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図-4.9 に実測の到達時間と解析による到達時間の比較を到達時間とレオロジ
ー定数の関係によって示す。 
 図-4.9 を見ると、間隙幅 3mm、5mm ともに実測の到達時間と MPS 法による
解析の到達時間の間には開きがあり、精度のよい解析とは言えない。このような
結果となった要因としては解析の計算プログラム内に間隙流動時の間隙で発生
する抵抗力が考慮されていないためである。壁面に掛かる抵抗力には、壁面とモ
ルタル間の摩擦やモルタル内の骨材同士、骨材とペースト間に働く力等、様々な
力が挙げられる。また、流動中にその抵抗力の大きさは可変であり、この挙動自
体を正確に計算プログラム内に組み込むことは困難である。 
 
図-4.9 到達時間とレオロジー定数の関係
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4.4 補正の考え方 
 4.3MPS 法による解析結果で言及した通り、壁面に掛かる抵抗力には、壁面と
モルタル間の摩擦やモルタル内の骨材同士、骨材とペースト間に働く力等、様々
な力が挙げられる。また、流動中にその抵抗力の大きさは可変であり、この挙動
自体を正確に計算プログラム内に組み込むことは困難であると考えた。 
そこで、MPS 法の支配方程式である「ナビエ-ストークス方程式」の粘性項に
係数を乗じることで流体の粘性を高め、粘性項による影響を高め、それを壁面に
生じる抵抗力と見なすこととした。 
 
4.4.1 粘性項の意味 
 
߲ݑ
߲ݐ ൅ ሺݑ ∙ ׏ሻݑ ൌ െ
1
ߩ ׏݌ ൅ ݒ׏
ଶݑ ൅ ݃ ൅ ܨ 
 
 式(4.1)に示した「ナビエ-ストークス方程式」を再掲する。この右辺第 2 項で
あるݒ׏ଶݑが粘性項(粘性力による加速度の項)である。この粘性項を一言で言うと
「運動量を拡散する項」である。それは、拡散方程式と同様にラプラシアンの演
算の結果に比例して速度成分が時間変化するからである。つまり「流体の速度を
周りの流体の速度に近づけようとする力」とも言える。実際の流体は分子で構成
されている。流体の流れは分子が衝突や分子間力による相互作用をしながら動
いている。これらの相互作用は摩擦の効果を生じさせる。一つの流体粒子݅に着
目して考える。粒子の周りには複数の流体粒子があり、それらの周りの粒子が粒
子݅より早い速度で動いているとする。この時、摩擦力により粒子݅は周りの粒子
に引き連られて早く動こうとする。反対に周りの粒子が粒子݅より遅い速度で動
いている場合は、粒子݅は速度が遅くなる方向に摩擦力を受ける。このような摩
擦の効果が粘性項である。流体摩擦の効果は流体同士でも、流体と物体が接して
いれば、流体と物体間にでも働く。さらに粘性項には運動エネルギーを減衰させ
る効果もある。 
 
 
 
 
 
 
 
(4.1)
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4.4.2 係数の算出 
 「ナビエ-ストークス方程式」を粒子の仮の加速度に対して離散化する 5)と、
式(4.16)になる。また、式(4.16)のラプラシアンモデルを式(4.17)に示す。 
 
ܽ∗ ൌ ߥሾߘଶݑሿ௞ ൅ ݃ߑ 
〈ߘଶݑ〉௜௞ ൌ
2݀
ߣ݊଴෍ ൣሺݑ௝
௞ െ ݑ௜௞ሻݓ൫หݎ௝௞ െ ݎ௜௞ห൯൧௝ஷ௜  
 
 計算プログラムでは、式(4.17)中のሺݑ௝௞ െ ݑ௜௞ሻݓ൫หݎ௝௞ െ ݎ௜௞ห൯に任意の係数を乗じ
ることで壁面に掛かる諸々の抵抗力を表現しようとした。また、係数は便宜上、
最小値 1.10、最大値 3.00 まで 0.10 刻みで乗じて計算した。各試料少なくとも 3
水準計算を施し、係数を乗じた計算結果の到達時間が実測の到達時間よりも短
いもの、長いもの双方あるように取り計らった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(4.16)
(4.17)
116 
 
4.5 補正結果 
 「ナビエ-ストークス方程式」の粘性項に係数を乗じた解析による到達時間の
計算結果一覧を表-4.4 に示す。また、係数と到達時間の関係を図-4.10 に示す。
図-4.10 より、係数が大きくなればなるほど到達時間が長くなっていることが分
かる。これは前述の理論通り、係数を乗じたことにより粘性項の運動エネルギー
を減衰させる効果が大きくなったからである。この効果を壁面の諸々の抵抗と
見なすことで、適切な係数を決定していく。 
 
表-4.4 係数を乗じた解析結果一覧
1.00 2.85 1.13
1.10 3.80 0.18
1.20 4.90 -0.92
1.00 1.25 0.89
1.10 1.50 0.64
1.20 1.80 0.34
1.50 3.40 -1.26
1.00 0.70 2.07
1.10 0.75 2.02
1.20 0.90 1.87
1.50 1.25 1.52
2.00 1.95 0.82
2.20 2.40 0.37
3.00 4.80 -2.03
1.00 0.40 1.44
1.10 0.45 1.39
1.20 0.50 1.34
1.50 0.70 1.14
2.00 1.05 0.79
3.00 2.05 -0.21
1.00 1.05 2.94
1.10 0.20 3.79
1.20 1.40 2.59
1.50 2.00 1.99
2.00 3.45 0.54
2.20 4.40 -0.41
1.00 0.60 1.35
1.10 0.70 1.25
1.20 0.80 1.15
1.50 1.10 0.85
2.00 1.70 0.25
3.00 3.90 -1.95
2.77
NO.3
5mm
1.84
1.95
NO.2
3mm
NO.2
5mm
NO.3
3mm 3.99
NO.1
5mm 2.14
実測との
差(s)
実測到達
時間(s) 係数
到達時間
(s)
NO.1
3mm 3.98
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図-4.10 係数と到達時間の関係
間隙幅 3mm
間隙幅 5mm
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 図-4.10 で示した係数と到達時間の関係より得た近似曲線に、実測の到達時間
の値を代入して実挙動の到達時間を解析によって精度良く計算できると補正し
た係数を算出した。その係数(以下、補正係数)と補正係数を計算プログラムに反
映した解析による到達時間を表-4.5 に示す。実測の到達時間も比較のため、表-
4.5 に盛り込んだ。また、実測の到達時間と係数を乗じていない到達時間、補正
係数による到達時間のそれぞれの関係を図-4.11 に、補正係数を乗じた解析結果
と流動試験の実挙動の写真(写真-4.1～4.6 を再掲)の比較を図-4.12～4.17 にそれ
ぞれ示す。 
間隙幅が大きくなるほど補正係数も大きくなっている。普通、間隙幅が狭くな
るほど壁面に掛かる抵抗力が大きくなるため、この係数の考え方は不適合であ
るように見える。しかしながら、本解析では壁面に掛かる抵抗力そのものを考慮
していないため(代わりに粘性項に係数を乗じて、それを抵抗力と見なしている)、
間隙が大きくなるほど流動しやすくなり、実挙動と解析の乖離を助長してしま
う。試料 No.3 に関しては、間隙幅 3mm と 5mm とで係数の大小が他試料と逆転
してしまったが、これは図-4.10 の No.3 の近似曲線を比較すれば、間隙幅 5mm
の曲線の傾きが間隙幅 3mmのそれより大きくなっていることから分かるように、
データ数が少ないための誤差であると考えた。 
図-4.11 を見ると、補正係数による到達時間は係数を乗じていない到達時間と
比較して、実測の到達時間との整合性がかなり向上している。係数を実測の到達
時間に照合して算出しているため必然ではあるが、粘性項は流体の速度を周り
の流体の速度に近づけようとする力であり、この効果を補正係数により高め、実
挙動に近い結果を得るようにした。レオロジー定数が既知であり、且つ材料分離
しないと仮定できるビンガム流体であれば、MPS 法によって本モデル型枠にお
ける間隙流動挙動(間隙幅 3、5mm)を再現することが出来ると言える。 
 本検討では間隙幅 3、5mm の 2 水準でのみ実験を行ったため、他の間隙条件
でも同様の係数算出方法で間隙流動挙動を再現できるかの論理的裏づけに乏し
く、信憑性は低い。しかしながら、実施工の鋼板巻立てでは、最狭部の間隙幅を
5mm 以上確保するために間隙幅を 20mm 以上にすることが望ましい 6)とされて
いることもあり、間隙幅 5mm を流動することを再現できていれば、実施工でも
問題なく間隙流動できると判断して良いだろう。 
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3 1.11 3.90 3.98
5 1.23 1.95 2.14
3 2.17 2.30 2.77
5 2.81 1.85 1.84
3 2.09 3.80 3.99
5 1.92 1.65 1.95
間隙幅
(mm) 補正係数
補正係数
解析到達
時間(s)
実測到達
時間(s)
No.1
No.2
No.3
塑性粘度
(Pa・s)
1.126
0.820
1.886
表-4.5 補正係数と補正係数による到達時間
図-4.11 実測到達時間と補正係数を乗じていない解析による到達時間、 
補正係数による到達時間の関係 
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 図-4.12 試料 No.1 解析と実挙動 間隙幅 3mm 
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 図-4.13 試料 No.1 解析と実挙動 間隙幅 5mm 
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 図-4.14 試料 No.2 解析と実挙動 間隙幅 3mm 
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 図-4.15 試料 No.2 解析と実挙動 間隙幅 5mm 
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 図-4.16 試料 No.3 解析と実挙動 間隙幅 3mm 
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 図-4.17 試料 No.3 解析と実挙動 間隙幅 5mm 
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4.6 実施工への応用 
 4.5 補正結果で、実施工では最狭部の間隙幅を 5mm 以上確保するために間隙
幅を 20mm 以上にすることが望ましく、間隙幅 5mm を流動することを再現でき
ていれば、実施工でも問題なく間隙流動できると判断して良いと言及した。 
 しかしながら、実施工の鋼板巻立てでは間隙内に直角の曲がり部がある(図-
4.18)。そのため、間隙充填モルタルの間隙流動時には曲がり部を流動する際に
抵抗が生じる。その曲がりによる抵抗を MPS 法によって再現できれば、モデル
型枠の間隙流動挙動だけでなく実施工の間隙流動挙動も MPS 法によって再現で
きると言える。そこで(実挙動のモデルと解析結果を確認することが出来ないが)、
モデル型枠を改良した曲がり部を持つモデルを MPS 法の計算プログラムにより
流動解析を行った。直線の間隙流動と曲がり部を持つ間隙流動の違いを MPS 法
でどのようなに表れるかを示す。モデルに関しては図-4.19 に示す。 
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図-4.18 鋼板巻立ての概念図 
図-4.19 曲がり部を含むモデル型枠 
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 直線の間隙流動挙動の到達時間、直線の間隙流動の到達時の曲がり部有りの
間隙流動挙動の到達時間、曲がり部有りの間隙流動挙動の到達時間それぞれの
解析結果を表-4.6、その画像を図-4.21～4.23 に示す(図-4.21～4.23 の視線を図-
4.20 に示す)。曲がり部の到達時間は曲がり後の 7cm を通過する時点のものとし
た。間隙の長さは直線のもの、曲がり部を持つもの同じ長さになるようにモデル
を調整した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表-4.6 曲がり部有りの間隙流動挙動の到達時間それぞれの解析結果 
直線(a) 曲がり部(b)
No.1 1.886 1.23 1.95 2.80 0.85
No.2 0.820 2.81 1.85 2.15 0.30
No.3 1.126 1.92 1.65 1.95 0.30
解析到達時間(s)補正係数
到達時間
の差(s)
(b-a)
塑性粘度
(Pa・s)
図-4.20 図-4.21～23 の視線 
129 
 
 
図-4.21 試料 No.1 曲がり部有りモデル 解析 
1.95s(直線時の到達時間) 2.80s 
図-4.22 試料 No.2 曲がり部有りモデル 解析 
1.65s(直線時の到達時間) 1.95s 
1.85s(直線時の到達時間) 2.15s 
図-4.23 試料 No.3 曲がり部有りモデル 解析 
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 図-4.24 に直線の間隙流動、曲がり部を持つ間隙流動の到達時間の差と塑性粘
度の関係を示す。いずれの試料も直線の間隙の到達時間よりも曲がり部を持つ
間隙の到達時間の方が時間を要する結果となった。また、流体の粘度が高まると
その傾向は強まることが図-4.24 から判断できる。粘性とは流体内のせん断抵抗
であり、それが高いほど、流体内の内部摩擦力が高まる。間隙流動には、粘性が
大きく関与してくるが、曲がり部でもその内部摩擦力の影響が強くなったと考
えられる。また、曲がり部を流動するときの粒子の動きに着目する。試料 No.1、
No.2 の曲がり部流動時の解析結果を図-4.26 に示す(図-4.26 の視線を図-4.25 に
示す)。ここで、試料 No.1、No.2 を選ん理由としては、粘度の大きいものと小さ
いものの挙動の違いを示すためである。そのため、粘度が中程度の試料 No.3 は
省いた。 
図-4.24 到達時間の差と塑性粘度の関係 
図-4.25 図-4.26 の視線 
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0.55s(曲がり部通過初期) 
0.60s(曲がり部後) 
5.00s(曲がり部完全充填) 
試料 No.1 
0.50s(曲がり部通過初期) 
0.55s(曲がり部後) 
5.00s(曲がり部完全充填) 
試料 No.2 
図-4.26 曲がり部流動時 解析 
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図-4.26 を見ると、粘度による粒子の動きには大差がないように見える。図-
4.26 の解析データをもとにした MPS 法による曲がり部の間隙流動挙動の概念
図を図-4.27 に示す。図-4.27 を見ると、曲がり部の隅角部では粒子が流動せず
留まっている。その留まった粒子により間隙が狭まり、流動しにくくなるため到
達時間が長くなる。また、図-4.26 より、曲がり部に完全充填した 5.00s では両
試料ともに間隙内側まで青い粒子が充填しているが、試料 No.1 の 0.60s、試料
No.2 の 0.55s では、曲がり部を通過後の粒子は壁面外側に流れていることが分
かる。そのため、曲がり部流動直後は充填できる粒子数が直線の間隙流動時と比
較して少なくなり、流動に時間を要する。そして、粘度が大きいほど狭い間隙時
に生じる内部摩擦力の影響で流動しづらくなる。そのため、粘度の大きい試料
No.1 では他試料に比べて、到達時間に差が生じたものと考えられる。 
この一連の傾向が解析によって明らかになった。つまり、MPS 法は粒子の簡
易的な流れを表現するのではなく、流れの乱れを再現することが出来る。実施工
への応用にむけて、今後の検討では実挙動で見られる曲がり部や、局所的間隙幅
の減少位置での間隙充填モルタルの流動の乱れと MPS 法による間隙流動の粒子
の乱れの比較を行い、整合性の確認を行いたい。 
 
 
 
図-4.27 曲がり部流同時の概念図 
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4.7 まとめ 
(1)補正係数による MPS 法の間隙流動シミュレーション 
MPS 法の支配方程式の「ナビエ-ストークス方程式」内の粘性項に補正係数を
乗じ、それにより間隙流動時の諸々の抵抗力を抱合して表現した。粘性項は流体
の速度を周りの流体の速度に近づけようとする力であり、この効果を補正係数
により高め、実挙動に近い結果を得た。よって、本検討によるモデル型枠内の間
隙において、間隙充填モルタルの間隙流動挙動を示すことが出来た。 
 
(2)MPS 法による間隙流動シミュレーションの実施工に向けて 
曲がり部を持つモデルによる MPS 法の流動解析によって、間隙内に曲がり部
を持つ際の間隙流動挙動を考察した。その結果、MPS 法は粒子の簡易的な流れ
を表現するのではなく、流れの乱れを再現することが出来た。 
実施工への応用に向けて、今後の検討では実挙動で見られる曲がり部や、局所
的間隙幅の減少位置での間隙充填モルタルの流動の乱れと MPS 法による間隙流
動の粒子の乱れの比較を行い、整合性の確認を行いたい。 
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第 5 章 結論 
耐震補強工法等に用いられる鋼板巻立て工法の間隙充填モルタルには、高い
充填性が要求される。充填性として、流動性と材料分離抵抗性が必要であり、両
者を満たす間隙充填モルタルの製造や品質評価は難しい。 
本検討は「充填不良を起こさない間隙充填モルタルの条件解明」とその「流動
シミュレーションの確立」を目的として検討を進めてきた。 
 
5.1 充填性に優れた間隙充填モルタルの条件解明に関する検討 
 充填性を評価するために 2 種の間隙充填性試験(二重円筒式間隙充填性試験・
モデル型枠式間隙充填性試験)を行い、充填性に優れた間隙充填モルタルの条件
について考察した。 
 二重円筒式間隙充填性試験は流動性の指標である充填率を、モデル型枠式間
隙充填性試験は材料分離抵抗性の指標である含有骨材率をそれぞれ測定した。
また、改変を施したモデル型枠式間隙充填性試験の含有骨材の採取結果から、適
切な材料分離抵抗性を満たすために必要となる下限の降伏値を設定出来た。以
上より、「充填不良を起こさない間隙充填モルタルの条件解明」を達成できたと
言える。充填率と含有骨材率の関係から、充填率の優れた間隙充填モルタルの条
件を示した図を図-5.1 に示す。 
 
 
 
図-5.1 充填性に優れた間隙充填モルタルの条件 
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5.2 流体シミュレーションに関する検討 
 第 3 章で得られた検討結果より、「充填不良を起こさない間隙充填モルタルの
条件解明」という検討目的を達成することが出来た。その成果を用いて間隙充填
モルタルを「材料分離しない均一材料のビンガム流体」と見なし、流体解析の一
種である MPS 法によって流動シミュレーションを行った。MPS 法は流体の支配
方程式である「ナビエ-ストークス方程式」、「連続の式」に従って流体を移動さ
せる手法である。 
間隙通過時の抵抗力は、壁面とモルタル間の摩擦や骨材同士、骨材とペースト
間に働く力等が挙げられ、様々な要因によりその大きさは経時変化する。そのた
め、この挙動を正確に組み込むことは困難である。そこで、「ナビエ-ストークス
方程式」内の粘性項に補正係数を乗じることで、諸々の抵抗力を抱合して表現し
た。それにより、MPS 法によって実際の間隙流動挙動に近い流動解析結果を得
ることが出来た。図-5.2 に補正係数により、改善された解析結果を示す。 
 
 
 
 
 
図-5.2 補正係数による到達時間の改善度合い 
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 実施工では間隙内に、曲がり部やボトルネックとなる箇所等がある。そのため、
それらの箇所での流動挙動を再現する必要がある。そこで、曲がり部を有する際
の挙動を MPS 法によって検証した。 
その結果、MPS 法は間隙内のボトルネックで粒子の乱れを再現することが出
来た。つまり、MPS 法は流体の流れをマクロ的に表現するのではなく、ミクロ
的に表現することが出来る。間隙内の曲がり部での概念図を図-5.3(図-4.27 再掲)
に示す。 
しかしながら、現段階では実挙動との比較を出来ていない。そのため、今後の
課題として、実挙動における間隙内のボトルネックでの流れをミクロ的に捉え、
本解析の結果との整合性の確認を行いたい。 
 
 
 
図-5.3 曲がり部流同時の概念図(再掲) 
